
さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

【目次】

第１１６８号 下水道排水設備指定工事店の指定 

【建設局下水道部下水道維持管理課】 

第１１６９号 市が実施する一般競争入札 

【財政局契約管理部契約課】 

第１１７０号 市が実施する一般競争入札 

【財政局契約管理部契約課】 

第１１７１号 居宅サービス等を行う事業所又は施設の指定 

【保健福祉局長寿応援部介護保険課】 

第１１７２号 第１号事業者の指定 

【保健福祉局長寿応援部介護保険課】 

第１１７３号 地域密着型サービスを行う事業者又は施設の指定 

【保健福祉局長寿応援部介護保険課】 

第１１７４号 地域密着型サービス等を行う事業者又は施設の指定 

【保健福祉局長寿応援部介護保険課】 

第１１７５号 地域密着型サービスを行う事業者又は施設の指定 

【保健福祉局長寿応援部介護保険課】 

第１１７６号 居宅サービス等を行う事業者又は施設の廃止 

【保健福祉局長寿応援部介護保険課】 

第１１７７号 道路の区域の変更 

【建設局土木部土木総務課】 

第１１７８号 道路の供用の開始 

【建設局土木部土木総務課】 

第１１７９号 都市計画下水道事業受益者負担の賦課対象区域の追加決定 

【建設局下水道部下水道総務課】 

第１１８０号 建築基準法第４２条第１項第５号の規定による道路の位置の指定 

【建設局北部建設事務所建築指導課】 

第１１８１号 開発行為に関する工事の完了 

【都市局北部都市・公園管理事務所開発指導課】 

第１１８２号 開発行為に関する工事の完了 

【都市局南部都市・公園管理事務所開発指導課】 

第１１８３号 一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格及び申請方法 

【財政局契約管理部契約課】 

第１１８４号 電子情報処理を使用して行う競争入札参加資格の申請の方法 

【財政局契約管理部契約課】 

第１１８５号 小規模な修繕請負契約に係る事業者に必要な資格及び申請方法 

【財政局契約管理部契約課】 

さいたま市告示一覧 令和２年８月１日から

同月１５日まで



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

第１１８６号 開発行為に関する工事の完了 

【都市局南部都市・公園管理事務所開発指導課】 

第１１８７号 動物の収容 

【保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター】 

第１１８８号 建築基準法第４２条第１項第５号の規定による道路の位置の指定 

【建設局北部建設事務所建築指導課】 

第１１８９号 開発行為に関する工事の完了 

【都市局南部都市・公園管理事務所開発指導課】 

第１１９０号 開発行為に関する工事の完了 

【都市局南部都市・公園管理事務所開発指導課】 

第１１９１号 市が実施する一般競争入札 

【保健福祉局保健部地域医療課】 

第１１９２号 開発行為に関する工事の完了 

【都市局南部都市・公園管理事務所開発指導課】 

第１１９３号 市の徴収金に関する書類の公示送達 

【財政局北部市税事務所納税課】 

第１１９４号 市が実施する一般競争入札 

【財政局契約管理部契約課】 

第１１９５号 市が実施する一般競争入札 

【財政局契約管理部契約課】 

第１１９６号 市が実施する一般競争入札 

【財政局契約管理部契約課】 

第１１９７号 市が実施する一般競争入札 

【財政局契約管理部契約課】 

第１１９８号 市が実施する一般競争入札 

【財政局契約管理部契約課】 

第１１９９号 市が実施する一般競争入札 

【財政局契約管理部契約課】 

第１２００号 市が実施する一般競争入札 

【財政局契約管理部契約課】 

第１２０１号 開発行為に関する工事の完了 

【都市局北部都市・公園管理事務所開発指導課】 

第１２０２号 開発行為に関する工事の完了 

【都市局北部都市・公園管理事務所開発指導課】 

第１２０３号 開発行為に関する工事の完了 

【都市局北部都市・公園管理事務所開発指導課】 

第１２０４号 開発行為に関する工事の完了 

【都市局北部都市・公園管理事務所開発指導課】 

第１２０５号 市の徴収金に関する書類の公示送達 

【財政局北部市税事務所個人課税課】 

第１２０６号 農用地利用集積計画を定めた件 

【経済局農業政策部農業政策課】 



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

第１２０７号 市が実施する一般競争入札 

【市長公室シティセールス推進課】 

第１２０８号 市の徴収金に関する書類の公示送達 

【財政局南部市税事務所個人課税課】 

第１２０９号 市の徴収金に関する書類の公示送達 

【財政局南部市税事務所個人課税課】 

第１２１０号 市の徴収金に関する書類の公示送達 

【財政局南部市税事務所個人課税課】 

第１２１１号 市の徴収金に関する書類の公示送達 

【財政局南部市税事務所個人課税課】 

第１２１２号 市の徴収金に関する書類の公示送達 

【財政局北部市税事務所個人課税課】 

第１２１３号 農業振興地域整備計画の変更 

【経済局農業政策部農業環境整備課】 

第１２１４号 国民健康保険の被保険者証等の無効 

【南区役所健康福祉部保険年金課】 

第１２１５号 放置自転車等の撤去及び保管 

【都市局都市計画部自転車まちづくり推進課車両対策事務所】 

第１２１６号 市の徴収金に関する書類の公示送達 

【保健福祉局長寿応援部介護保険課】 

第１２１７号 建築基準法第４２条第１項第５号の規定による道路の位置の指定 

【建設局北部建設事務所建築指導課】 

第１２１８号 市の徴収金に関する書類の公示送達 

【財政局北部市税事務所納税課】 

第１２１９号 子ども・子育て支援法に基づく子ども・子育て支援施設等の確認の辞退 

【子ども未来局幼児未来部幼児政策課】 

第１２２０号 市が実施する一般競争入札 

【市民局市民生活部市民生活安全課】 

第１２２１号 市の徴収金に関する書類の公示送達 

【財政局北部市税事務所資産課税課】 

第１２２２号 与野駅西口土地区画整理審議会委員（借地権者）の補欠選挙の当選人 

【都市局まちづくり推進部与野まちづくり事務所】 

第１２２３号 農業振興地域整備計画の変更 

【経済局農業政策部農業環境整備課】 

第１２２４号 市が実施する一般競争入札 

【市民局区政推進部】 

第１２２５号 市の徴収金に関する書類の公示送達 

【保健福祉局福祉部国民健康保険課】 

第１２２６号 国民健康保険の被保険者証等の無効 

【保健福祉局福祉部国民健康保険課】 

第１２２７号 開発行為に関する工事の完了 

【都市局南部都市・公園管理事務所開発指導課】 



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

第１２２８号 統計調査の実施 

【都市戦略本部都市経営戦略部】 

第１２２９号 市が実施する一般競争入札 

【財政局契約管理部調達課】 

第１２３０号 市が実施する一般競争入札 

【財政局契約管理部調達課】 

第１２３１号 市が実施する一般競争入札 

【財政局契約管理部調達課】 

第１２３２号 動物の収容 

【保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター】 

第１２３３号 差押財産の公売及びその見積価格 

【財政局北部市税事務所納税調査課】 

第１２３４号 開発行為に関する工事の完了 

【都市局南部都市・公園管理事務所開発指導課】 

第１２３５号 開発行為に関する工事の完了 

【都市局南部都市・公園管理事務所開発指導課】 

第１２３６号 農業振興地域整備計画の変更 

【経済局農業政策部農業環境整備課】 

第１２３７号 指定緑地の指定 

【都市局都市計画部みどり推進課】 

第１２３８号 令和２年７月豪雨による被災納税者に対する市税の申告等の期限の延長 

【財政局税務部税制課】 

第１２３９号 市の徴収金に関する書類の公示送達 

【保健福祉局福祉部年金医療課】 

第１２４０号 動物の収容 

【保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター】 

第１２４１号 放置自転車等の撤去及び保管 

【都市局都市計画部自転車まちづくり推進課車両対策事務所】 



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１１６８号

さいたま市下水道条例（平成１３年さいたま市条例第２７０号）第８条に規定する下水道排水設備

指定工事店を次のとおり指定したため、さいたま市下水道排水設備指定工事店条例（平成１３年さい

たま市条例第２７２号）第１７条の規定により告示する。

令和２年８月３日

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 指定した下水道排水設備指定工事店    

次の表のとおり 

指定番号 名称 営業所の所在地 氏名又は代表者名

第 406 号 株式会社 小川土木開発 さいたま市中央区新中里 3 丁目 14 番 10 号 小川 輝雄 

第 945 号 株式会社 雅工業 川口市大字芝 7028 番地の 34 佐々木 雅宏 

第 946 号 株式会社 ＫＯＹＵ設備 三郷市中央 2 丁目 1 番地 4 西川 功一 

２ 指定基準 

 責任技術者が１人以上専属していること。

 工事の施工に必要な設備及び器材を有していること。

 埼玉県内に営業所があること。

 次のアからカまでのいずれにも該当しない者であること。

ア 工事業者（法人にあっては代表者）が、破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

イ 工事業者（法人にあっては代表者）が、さいたま市下水道排水設備指定工事店条例（以下

「指定工事店条例」という。）第１５条第１項の規定により責任技術者としての登録を取

り消され、その取消しの日から２年を経過しない者

ウ 指定工事店条例第６条第１項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から２年を

経過しない者

エ その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由が

ある者

オ 工事業者（法人にあっては代表者）が、精神の機能の障害により排水設備等の新設等の工

事の事業を適正に営むに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができ

ない者

カ 法人で、その役員のうちにアからオまでのいずれかに該当する者があるもの

３ 指定業務

排水設備等の新設等の工事

４ 指定有効期間   令和２年８月１日から令和６年３月３１日まで

５ 連絡先

 担当 さいたま市役所建設局下水道部下水道維持管理課 排水指導係

 電話 ０４８（８２９）１５５９
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さいたま市告示第１１６９号 

さいたま市の発注する「歩道整備工事（一般国道１２２号・Ｒ２加倉工区）」ほか３件の一般競争

入札について、次のとおり公告する。 

令和２年８月３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市

建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」

という。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比

較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」と

いう。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札

候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び監

理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事
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概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」の該当する状

況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の

うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以

下「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定

めている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価

格が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該

入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

(2) 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めてい

る場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者が

した入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなか

った低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌

日）の午後３時までに２(3)及び(4)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提

出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

(4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の

翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積

内訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)において提

出された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査にお

いて、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がし

た入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がし
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た入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 
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(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要

綱、最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま市競争入札参加資格業者

実態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）の定めるところによる。 
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契約整理番号 ０２－４３５６－６６

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 歩道整備工事（一般国道１２２号・Ｒ２加倉工区）

工事場所 さいたま市岩槻区加倉４丁目地内

履行期間 契約確定の日から令和３年３月１２日まで

概要 延長 77m 土工一式 擁壁工 鋼矢板圧入工（近接施工用）57 枚 修景パネル設

置工 60 ㎡ 排水構造物工 側溝工 43m 舗装工 車道舗装 197 ㎡ 歩道舗装 112

㎡ 撤去工一式 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２０日（木）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２６日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年８月２７日（木）午後３時３０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、桜区又は浦和区に、本店を有

していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月３日（月）から

質問受付期間 令和２年８月 ３日（月）午前９時から

令和２年８月１９日（水）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２４日（月）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案件

である。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０７

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

契約整理番号 ０２－４３５６－７１

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 暮らしの道路整備工事（市道２０８９８号線）

工事場所 さいたま市見沼区大字蓮沼地内

履行期間 契約確定の日から令和３年２月２６日まで

概要 延長 92m 幅員 4.0m 舗装工 下層路盤 237 ㎡ 上層路盤 237 ㎡ 表層 239 ㎡ 

排水構造物工 長尺 U 型側溝 137m 横断暗渠 5m 集水桝工 5 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２０日（木）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２６日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年８月２７日（木）午後３時４０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月３日（月）から

質問受付期間 令和２年８月 ３日（月）午前９時から

令和２年８月１９日（水）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２４日（月）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０６

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

契約整理番号 ０２－２３８２－９

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 緑消防署等複合施設駐車場整備工事

工事場所 さいたま市緑区大間木２丁目地内

履行期間 契約確定の日から令和３年２月２６日まで

概要 既存施設撤去工一式 敷地造成工一式 駐車場舗装工 1423 ㎡ 植栽工一式 排

水施設工一式 駐車場施設整備工一式 電気設備工一式 プレキャスト擁壁工

45.9m 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２０日（木）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２６日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年８月２７日（木）午後３時５０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市中央区、桜区、浦和区、南区、緑区、西区又は大宮区に、本店を有し

ていること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月３日（月）から

質問受付期間 令和２年８月 ３日（月）午前９時から

令和２年８月１９日（水）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２４日（月）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当す

る。

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号

さいたま市建設局南部建設事務所道路安全対策課

電話 ０４８－８４０－６２０５

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

契約整理番号 ０２－２３８２－１０

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 （仮称）田島第２放課後児童クラブ改修工事

工事場所 さいたま市桜区田島１０丁目１２番１号

履行期間 契約確定の日から令和３年１月１５日まで

概要 田島小学校１階大会議室、資料室の一部を放課後児童クラブへ改修 延べ面積

95.04 ㎡ 

予定価格（税込） ３０，４５９，０００円

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２０日（木）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２６日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年８月２７日（木）午後４時００分

参
加
資
格

名簿登載業種等 建築工事業 Ａ級又はＢ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月３日（月）から

質問受付期間 令和２年８月 ３日（月）午前９時から

令和２年８月１９日（水）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２４日（月）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。

・本工事は「さいたま市営繕工事における週休２日モデル工事実施要領」の対象

工事（受注者希望方式）である。

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市建設局建築部営繕課

電話 ０４８－８２９－１５２７

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１１７０号

さいたま市の発注する「東岩槻第１排水区下水道工事（北建－Ｒ２－２０１０）」の総合評価方式

一般競争入札について、次のとおり公告する。

令和２年８月３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 総合評価方式に関する事項 

 総合評価方式については次のとおりである。なお、落札者決定基準の詳細及び総合評価方式の実施

については、「さいたま市総合評価方式活用ガイドライン」（以下「総合評価方式ガイドライン」と

いう。）及び「総合評価方式に係る入札説明書」（以下「入札説明書」という。）による。 

 (1) 方式 

  簡易型 

 (2) 評価値の算出方法 

  除算方式

３ 入札参加資格の確認 

(1) 入札に参加しようとする者は、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争参加資格確

認申請書をシステムにおいて提出すること。 

(2) (1)の参加申請を行った者は、工事ごとに別に定める資格確認書類受付期間に、次に掲げる資

格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下「契約課」という。）に提出し、入札参加資格の確

認を受けなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者に係る雇用関係を証明できる書類（専任で配置する技術者にあって

は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監

理技術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事
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概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」の該当する状

況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(3) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(2)に掲げる資格確認書類と併

せて次に掲げる書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじに

して各構成員の割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

(4) 入札参加資格確認の結果は、工事ごとに別に定める日にシステムにおいて通知する。入札参

加資格がない旨の確認通知にはその理由を示す。 

(5) 入札参加資格がない旨の確認通知を受けた者は、入札参加資格の有無の再確認を契約課に求

めることができる。再確認の期間は工事ごとに別に定める。 

４ 技術資料等の提出及び審査 

(1) 入札に参加しようとする者は、工事ごとに定める入札説明書に基づき技術提案書又は技術資

料（以下「技術資料等」という。）を作成し、契約課に提出すること。 

(2) 技術資料等の提出方法及び提出期間は、入札説明書に明記する。 

(3) 技術資料等の審査及び技術評価点の算出は、入札説明書に基づき行う。 

５ 落札者の決定 

(1) 落札者は、４(3)により算出した技術評価点及び入札書に記載された金額を総合的に評価した

評価値が最も高い者とする。 

(2) 工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」という。

）の制限の範囲を超えた価格をもって入札を行った者については、総合評価は行わない。また、

６に規定する低入札価格調査の結果、契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認め

られた者については、総合評価は行わない。 

(3) 評価値が最も高い者が２人以上あるときは、電子くじにより落札者を決定する。 

６ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以
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下「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定

めている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価

格が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該

入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

(2) 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めてい

る場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者が

した入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなか

った低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌

日）の午後３時までに次に掲げる書類を契約課に提出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

(4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の

翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積

内訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)において提

出された書類に基づく低入札価格調査を経て行う。低入札価格調査において、当該契約の内容に

適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がした入札を失格とし、総合

評価は行わない。 

(6) 低入札価格調査において、低価格入札者がさいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱

に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に

関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に基づき更生手続開始の申
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立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、その者を落札者としな

い。 

７ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布及び入札説明書の配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布及び入札説明書の配布（以下「設計図書等の閲覧等」と

いう。）の方法は工事ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

８ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

９ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

１０ 入札の無効 

(1) さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第

１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

(2) 技術資料等の提出をしない者が行った入札は無効とする。 
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１１ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 技術資料等及び一般競争入札参加資格等確認資料に記載する配置予定技術者は同一の者とす

る。 

(8) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(9) 落札者は、技術資料等及び一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当

該工事に配置すること。 

(10) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事総合評価方式試行要綱（平成１８年さいたま市制定）、低入札価格取扱要綱、さいたま

市建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、総合評価方式ガイドライン、

さいたま市総合評価方式実施マニュアル（入札参加者用）、さいたま市電子入札運用基準及びさ

いたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）の定めるところ

による。 
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契約整理番号 ０２－４３８７－３０

入札方法 一般競争入札（電子・簡易型総合評価方式）

参加形態 単体企業

工事名 東岩槻第１排水区下水道工事（北建－Ｒ２－２０１０）

工事場所 さいたま市岩槻区上里１丁目地内外

履行期間 契約確定の日から令和３年３月１９日まで

概要 延長 182.46m 管きょ工 開削 （□600×600）47.15m （□800×800）41.00m 

（□900×900）31.06m （□1000×1000）63.25m マンホール工 点検孔 （φ

600）2 箇所 （φ750）1 箇所 （φ900）3 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表

調査基準価格 設定する（失格基準有）

参加申請受付期間 令和２年８月１９日（水）午前９時から

令和２年８月２１日（金）午後５時まで

資格確認書類受付期間 令和２年８月２４日（月）から

令和２年８月２５日（火）まで

各日、午前９時から午後４時まで

資格確認結果通知期日 令和２年８月２７日（木）

資格の有無の再確認期間 令和２年８月２７日（木）から

令和２年８月２８日（金）まで

各日、午前９時から午後４時まで

入札書提出期間 令和２年９月４日（金）午前９時から

令和２年９月７日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月８日（火）午後１時３０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月３日（月）から

入札説明書については、入札情報公開システムに掲載する「入札説明書（東岩槻

第１排水区下水道工事（北建－Ｒ２－２０１０））.pdf」ファイルを参照するこ

と。

質問受付期間 令和２年８月 ３日（月）午前９時から

令和２年８月１８日（火）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２１日（金）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案件

である。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課

電話 ０４８－６４６－３２６３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１１７１号

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文及び第５３条第１項本文に規定する指

定を次のとおり指定したので、同法第７８条第１項第１号及び第１１５条の１０第１項第１号の規定

により告示する。

令和２年８月３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 指定した施設・事業所

（1） ライフパートナー

ア 事業所住所 埼玉県さいたま市大宮区土手町 3丁目 165番地 9昌栄 MIビル 1階
イ 事業種別  訪問看護

ウ 申請者   一般社団法人グロース

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市大宮区土手町 3丁目 165番地 9 昌栄 MIビル 1F 
オ 代表者   代表理事 山田 絢介

カ 指定番号  1166591168 
キ 指定年月日 令和 2年 8月 1日

（2） ライフパートナー

ア 事業所住所 埼玉県さいたま市大宮区土手町 3丁目 165番地 9昌栄 MIビル 1階
イ 事業種別  介護予防訪問看護

ウ 申請者   一般社団法人グロース

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市大宮区土手町 3丁目 165番地 9昌栄 MIビル 1F 
オ 代表者   代表理事 山田 絢介

カ 指定番号  1166591168 
キ 指定年月日 令和 2年 8月 1日

（3） 訪問看護ステーション こころのあい

ア 事業所住所 埼玉県さいたま市浦和区瀬ヶ崎 4丁目 22番 11号
イ 事業種別  訪問看護

ウ 申請者   株式会社一期一会

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市緑区原山 2丁目 33番 8号 4-502 
オ 代表者   代表取締役 稲垣 文雄

カ 指定番号  1166591176 
キ 指定年月日 令和 2年 8月 1日

（4） 訪問看護ステーション こころのあい

ア 事業所住所 埼玉県さいたま市浦和区瀬ヶ崎 4丁目 22番 11号
イ 事業種別  介護予防訪問看護

ウ 申請者   株式会社一期一会

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市緑区原山 2丁目 33番 8号 4-502 
オ 代表者   代表取締役 稲垣 文雄

カ 指定番号  1166591176 
キ 指定年月日 令和 2年 8月 1日



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

（5） いちご訪問看護ステーション

ア 事業所住所 埼玉県さいたま市中央区本町東 5丁目 11番 8号 CORPRATE北栄 102号室

イ 事業種別  訪問看護

ウ 申請者   医療法人 敬樹会

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市西区大字指扇領別所 380番地 2いしいビル 2階Ｂ

オ 代表者   理事長 長倉 芳樹

カ 指定番号  1166591184 
キ 指定年月日 令和 2年 8月 1日

（6） いちご訪問看護ステーション

ア 事業所住所 埼玉県さいたま市中央区本町東 5丁目 11番 8号 CORPRATE北栄 102号室

イ 事業種別  介護予防訪問看護

ウ 申請者   医療法人 敬樹会

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市西区大字指扇領別所 380番地 2いしいビル 2階Ｂ

オ 代表者   理事長 長倉 芳樹

カ 指定番号  1166591184 
キ 指定年月日 令和 2年 8月 1日

（7） 介護事業所 みっれ さいたま

ア 事業所住所 埼玉県さいたま市大宮区桜木町 1丁目 1番地 4TS-114 BLDG 6F 
イ 事業種別  訪問介護

ウ 申請者   株式会社ミレニアム

エ 申請者住所 東京都新宿区西新宿 7丁目 5番 25号
オ 代表者   代表取締役 加藤 和博

カ 指定番号  1176518270 
キ 指定年月日 令和 2年 8月 1日

２ 連絡先

 担当 さいたま市役所保健福祉局長寿応援部介護保険課事業者係

 電話 ０４８（８２９）１２６５



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１１７２号

介護保険法第１１５条の４５の５第１項の規定に基づき、次のとおり第１号事業者の指定をしたた

め告示する。

令和２年８月３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 指定した施設・事業所

（1） 悠々庵

ア 事業所住所 埼玉県さいたま市緑区三室 1354番地 1 
イ 事業種別  介護予防通所介護サービス

ウ 申請者   株式会社ＫＳＫデータ

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市大宮区吉敷町 1丁目 92番地 3至誠堂ビル 5階
オ 代表者   代表取締役 桑原 拓

カ 指定番号  1176505640 
キ 指定年月日 令和 2年 8月 1日

（2） 押水デイサービスセンター

ア 事業所住所 石川県羽咋郡宝達志水町門前サ 11番地

イ 事業種別  介護予防通所介護サービス

ウ 申請者   社会福祉法人宝達志水町社会福祉協議会

エ 申請者住所 石川県羽咋郡宝達志水町門前サ 11番地

オ 代表者   会長 米谷 勇喜

カ 指定番号  1771500228 
キ 指定年月日 令和 2年 8月 1日

２ 連絡先

（１）担当 さいたま市役所保健福祉局長寿応援部介護保険課事業者係

（２）電話 ０４８（８２９）１２６５



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１１７３号

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４２条の２第１項本文に規定する指定を次のとおり指定

したので、同法第７８条の１１の規定により告示する。

令和２年８月３日

さいたま市長 清 水 勇 人

1 指定した施設・事業所

（１）サニーランドデイ

ア 事業所住所 埼玉県川口市戸塚東 1丁目 5番 21号 101 志陽ハイツ戸塚東

イ 事業種別  地域密着型通所介護

ウ 申請者   株式会社サニーランドジャパン

エ 申請者住所 埼玉県川口市上青木 1丁目 1番 5号
オ 代表者   代表取締役 仲島 行男

カ 指定番号  1190201010 
キ 指定年月日 令和 2年 8月 1日

２ 連絡先

 担当 さいたま市役所保健福祉局長寿応援部介護保険課事業者係

 電話 048-829-1265 



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１１７４号

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４２条の２第１項本文及び第５４条の２第１項本文に規

定する指定を次のとおり指定したので、同法第７８条の１１第１項及び第１１５条の２０第１項の規

定により告示する。

令和２年８月３日

さいたま市長 清 水 勇 人

1 指定した施設・事業所

（１）シンフーディーファンうみ

ア 事業所住所 神奈川県厚木市戸室 3丁目 16番 21号 

イ 事業種別  認知症対応型通所介護

ウ 申請者   株式会社ミュー

エ 申請者住所 神奈川県厚木市戸室 5丁目 27番 20号
オ 代表者   代表取締役 山﨑 慎也

カ 指定番号  1492900475 
キ 指定年月日 令和 2年 8月 1日

（２）シンフーディーファンうみ

ア 事業所住所 神奈川県厚木市戸室 3丁目 16番 21号 

イ 事業種別  介護予防認知症対応型通所介護

ウ 申請者   株式会社ミュー

エ 申請者住所 神奈川県厚木市戸室 5丁目 27番 20号
オ 代表者   代表取締役 山﨑 慎也

カ 指定番号  1492900475 
キ 指定年月日 令和 2年 8月 1日

２ 連絡先

 担当 さいたま市役所保健福祉局長寿応援部介護保険課事業者係

 電話 048-829-1265 



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１１７５号

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４２条の２第１項本文に規定する指定を次のとおり指定

したので、同法第７８条の１１第１項の規定により告示する。

令和２年８月３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 指定した施設・事業所

（１） グループホームふるさと十和田

ア 事業所住所 青森県十和田市大字切田字横道 100番 22 
イ 事業種別  認知症対応型共同生活介護

ウ 申請者   社会福祉法人福祉の里

エ 申請者住所 青森県十和田市大字切田字横道 100番 22
オ 代表者   理事長 山本 孝司

カ 指定番号  0270600158 
キ 指定年月日 令和 2年 3月 22日

２ 連絡先

 担当 さいたま市役所保健福祉局長寿応援部介護保険課事業者係

 電話 ０４８（８２９）１２６５



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１１７６号

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条第１項第２号の規定により告示する。

令和２年８月３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 廃止した施設・事業所

（１）活々道場 ひばり 領家

ア 住所 埼玉県さいたま市浦和区領家 5-14-10 
イ 事業種別 通所介護

ウ 申請者 株式会社 ケアプランニング

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市北区日進町 2－541－1 
オ 代表者 代表取締役 富井 武敏

カ 指定番号 1176509600 
キ 廃止年月日 令和 2年 7月 31日

（２）活々道場 ひばり 領家

ア 住所 埼玉県さいたま市浦和区領家 5-14-10 
イ 事業種別 介護予防通所介護サービス

ウ 申請者 株式会社 ケアプランニング

エ 申請者住所 埼玉県さいたま市北区日進町 2－541－1 
オ 代表者 代表取締役 富井 武敏

カ 指定番号 1176509600 
キ 廃止年月日 令和 2年 7月 31日

２ 連絡先

(1) 担当 さいたま市役所保健福祉局長寿応援部介護保険課事業者係

(2) 電話 ０４８（８２９）１２６５



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１１７７号

道路の区域の変更に関する告示

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次のように道路の区域を変更し

たので告示する。

 その関係図面は、告示の日より１５日間、岩槻区はさいたま市建設局北部建設事務所土木管理課に

おいて、南区及び緑区はさいたま市建設局南部建設事務所土木管理課において一般の縦覧に供する。 

令和２年８月３日 

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 道路の種類 市道 

路線名 区間 
変更前 

変更後 

幅員

(m) 
延長(m) 

Ｄ 第 ７ １ 号 線

さいたま市南区曲本二丁目 497 番 6 地先 

さいたま市南区曲本二丁目 497 番 1 地先 

前 

3.62 

～ 

4.00 

50.10 

さいたま市南区曲本二丁目 497 番 6 地先 

さいたま市南区曲本二丁目 497 番 1 地先 

後 5.83 50.10 

Ｊ第２５０号線

さいたま市緑区道祖土四丁目 566 番 4 地先 

さいたま市緑区道祖土四丁目 566 番 2 地先 

前 2.73 37.67 

さいたま市緑区道祖土四丁目 566 番 4 地先 

さいたま市緑区道祖土四丁目 566 番 2 地先 

後 4.00 37.67 

Ｊ第３７６号線

さいたま市緑区道祖土四丁目 557 番 1 地先 

さいたま市緑区道祖土四丁目 559 番 1 地先 

前 3.82 43.49 

さいたま市緑区道祖土四丁目 557 番 1 地先 

さいたま市緑区道祖土四丁目 559 番 1 地先 

後 4.00 43.49 

Ｐ第６３７号線

さいたま市緑区美園二丁目 12 番 11 地先 

さいたま市緑区美園二丁目 12 番 11 地先 

前 12.00 169.50 

さいたま市緑区美園二丁目 12 番 11 地先 

さいたま市緑区美園二丁目 12 番 11 地先 

後 13.00 169.50 

イ ワ １ １ ３ 号 線

さいたま市岩槻区西町二丁目 4697 番 1 地先 

さいたま市岩槻区西町二丁目 4697 番 4 地先 

前 

20.00 

～ 

27.88 

18.09 

さいたま市岩槻区西町二丁目 4697 番 1 地先 

さいたま市岩槻区西町二丁目 4697 番 4 地先 

後 20.00 18.09 



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

４ ２ ２ ０ 号 線

さいたま市岩槻区大字飯塚字原地 1580 番 1 地先 

さいたま市岩槻区大字南下新井字番場 1152 番 1 地先 

前 

3.64 

～ 

4.45 

207.88 

さいたま市岩槻区大字飯塚字原地 1580 番 1 地先 

さいたま市岩槻区大字南下新井字番場 1152 番 1 地先 

後 

3.83 

～ 

4.82 

207.88 

４ ２ ２ １ 号 線

さいたま市岩槻区城南五丁目 1893 番 4 地先 

さいたま市岩槻区城南五丁目 1905 番 6 地先 

前 2.72 161.20 

さいたま市岩槻区城南五丁目 1893 番 4 地先 

さいたま市岩槻区城南五丁目 1905 番 6 地先 

後 

4.00 

～ 

6.03 

161.20 

４ ２ ２ ５ 号 線

さいたま市岩槻区城南五丁目 1905 番 6 地先 

さいたま市岩槻区城南五丁目 1905 番 4 地先 

前 2.73 54.00 

さいたま市岩槻区城南五丁目 1905 番 6 地先 

さいたま市岩槻区城南五丁目 1905 番 4 地先 

後 4.00 54.00 

４ ２ ２ ６ 号 線

さいたま市岩槻区大字飯塚字乾谷 1920 番 1 地先 

さいたま市岩槻区大字飯塚字乾谷 1981 番 1 地先 

前 

2.73 

～ 

6.41 

186.64 

さいたま市岩槻区大字飯塚字乾谷 1920 番 1 地先 

さいたま市岩槻区大字飯塚字乾谷 1981 番 1 地先 

後 

4.27 

～ 

6.41 

186.64 



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１１７８号

道路の供用開始に関する告示

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次のように道路の供用を開始す

るので告示する。

 その関係図面は、告示の日より１５日間、岩槻区はさいたま市建設局北部建設事務所土木管理課に

おいて、南区及び緑区はさいたま市建設局南部建設事務所土木管理課において一般の縦覧に供する。

令和２年８月３日

さいたま市長 清 水 勇 人

路線名 区間 供用開始年月日 

Ｄ 第 ７ １ 号 線 

さいたま市南区曲本二丁目 497 番 6 地先 

さいたま市南区曲本二丁目 497 番 1 地先

令和 2 年 8 月 4 日 

Ｊ 第 ２ ５ ０ 号 線

さいたま市緑区道祖土四丁目 566 番 4 地先 

さいたま市緑区道祖土四丁目 566 番 2 地先

令和 2 年 8 月 4 日 

Ｊ 第 ３ ７ ６ 号 線

さいたま市緑区道祖土四丁目 557 番 1 地先 

さいたま市緑区道祖土四丁目 559 番 1 地先

令和 2 年 8 月 4 日 

Ｐ 第 ６ ３ ７ 号 線

さいたま市緑区美園二丁目 12 番 11 地先 

さいたま市緑区美園二丁目 12 番 11 地先

令和 2 年 8 月 4 日 

４ ２ ２ ０ 号 線

さいたま市岩槻区大字飯塚字原地 1580 番 1 地先 

さいたま市岩槻区大字南下新井字番場 1152 番 1 地先 

令和 2 年 8 月 4 日 

４ ２ ２ １ 号 線

さいたま市岩槻区城南五丁目 1893 番 4 地先 

さいたま市岩槻区城南五丁目 1905 番 6 地先 

令和 2 年 8 月 4 日 

４ ２ ２ ５ 号 線

さいたま市岩槻区城南五丁目 1905 番 6 地先 

さいたま市岩槻区城南五丁目 1905 番 4 地先 

令和 2 年 8 月 4 日 

４ ２ ２ ６ 号 線

さいたま市岩槻区大字飯塚字乾谷 1920 番 1 地先 

さいたま市岩槻区大字飯塚字乾谷 1981 番 1 地先 

令和 2 年 8 月 4 日 
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さいたま市告示第１１７９号

さいたま市都市計画下水道事業施行に伴う受益者負担金徴収のため、さいたま市都市計画下水道事

業受益者負担に関する条例（平成１３年さいたま市条例第２７３号）第６条の規定により、令和２年

度の賦課対象区域を次のとおり追加決定したので公告する。

なお、関係書類は本市建設局下水道部下水道総務課において縦覧に供する。

令和２年８月３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 賦課対象区域

 （１）第１０負担区

     さいたま市緑区東浦和第二区画整理地 ２７街区２－４画地



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１１８０号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。

令和２年８月４日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 申請者

 住所 （省略）

 氏名 （省略）

２ 位置指定道路の概要

 道路の位置 さいたま市見沼区大和田町二丁目７８８番５

 指定の年月日 令和２年８月３日

 指定の番号 第北２０－０１６号

 道路の幅員 ４．００ｍ

 道路の延長 ２１．８８ｍ
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さいたま市告示第１１８１号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和２年８月４日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市西区大字飯田字屋敷附４０７番３、４０７番１５

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

 （省略）

３ 許可番号

 令和２年 ３月２３日

第開-Ｎ２０１９１３１号

４ 検査済証番号

令和２年 ８月 ３日

第完-Ｎ２０１９１３１号
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さいたま市告示第１１８２号

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和２年８月５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市南区白幡五丁目１４７６番

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

東京都渋谷区道玄坂一丁目２１番１号

東急不動産株式会社

住宅事業ユニット 首都圏住宅事業本部

執行役員本部長 佐藤 知之

３ 許可番号

 令和２年７月３日

 第 変-Ｓ３０１２６ 号

４ 検査済証番号

 令和２年８月４日

 第 完-Ｓ３０１２６ 号
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さいたま市告示第１１８３号 

さいたま市水道局告示第９１号

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の５第１項及

び第１６７条の１１第２項の規定に基づき、令和３年度及び令和４年度において、さいたま市及びさ

いたま市水道局が発注する建設工事の請負（以下「建設工事」という。）、物品の製造の請負、買入

れ、借入れ、修理及び不用品の買受等の契約（以下「物品納入等」という。）、設計、調査及び測量

の業務の委託（以下「設計・調査・測量」という。）、道路、河川、苑地及び下水道の維持管理業務

の委託（以下「土木施設維持管理」という。）並びに建物管理等役務の提供に関する業務の委託（以

下「業務委託」という。）に係る一般競争入札及び指名競争入札（以下「競争入札」という。）に参

加する者に必要な資格及びその申請方法等を定めたので、施行令第１６７条の５第２項及び第１６７

条の１１第３項の規定により、次のとおり公示する。 

令和２年８月５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市水道事業管理者 小 島 正 明   

１ 競争入札に参加することができる者 

競争入札に参加することができる者は、競争入札の参加資格に関する審査（以下「資格審査」と

いう。）を受け、さいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に登載され

た者とする。 

２ 競争入札に参加することができない者 

 資格者名簿に登載された者（以下「名簿登載者」という。）が、次の各号のいずれかに該当す

るときは、競争入札に参加することができない。 

ア 施行令第１６７条の４第１項（施行令第１６７条の１１第１項において準用する場合を含む。

）に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項（施行令第１６７条の１１第１項において準用する場合を含む。

）の規定により、さいたま市の競争入札に参加させないこととされた者

ウ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）が、その事業活動を支配している場合、そ

の他暴力団員との関係が特に認められる場合であって、さいたま市長及びさいたま市水道事業

管理者（以下「市長等」という。）が不適格であると認める者 

 建設工事において、名簿登載者が、資格者名簿に登載された建設業の種類（以下「業種」とい

う。）について次の各号のいずれかに該当するときは、当該業種に係る競争入札に参加すること

ができない。 

ア 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項に規定する許可（以下「建設業許可」

という。）を受けていないとき。 

イ 建設業法第２７条の２３第１項の規定による経営に関する客観的事項の審査（以下「経営事

項審査」という。）を受けていないとき。 

 測量の業務について、名簿登載者が、測量法（昭和２４年法律第１８８号）第５５条第１項の

規定による登録（以下「測量業者登録」という。）を受けていないときは、当該業務に係る競争

入札に参加することができない。 
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 建築関連コンサルタント業務について、名簿登載者が、建築士法（昭和２５年法律第２０２号

）第２３条第１項の規定による登録（以下「建築士事務所登録」という。）を受けていないとき

は、当該業務に係る競争入札に参加することができない。 

 ２ ～ に掲げるもののほか、名簿登載者が、許可、認可又は登録等（以下「登録等」という。

）を営業の要件とする業務又は物品の調達について、登録等を受けていないときは、当該業務又

は当該物品の調達に係る競争入札に参加することができない。 

３ 資格審査を受けることができない者 

 ２の競争入札に参加することができない者として定められた要件のいずれかに該当する者 

 国税（消費税及び地方消費税並びに法人にあっては法人税、個人事業主にあっては申告所得税

及び復興特別所得税）について未納がある者又はこれに未納があり分割納付中である者 

 地方税（法人にあっては法人市民税、個人事業主にあっては個人市民税。ただし、さいたま市

内に営業所を有する場合等に限る。）について未納がある者又はこれに未納があり分割納付中で

ある者 

 経常建設共同企業体（経常ＪＶ）として資格審査を受けようとする者 

 建設工事及び土木施設維持管理にあっては、次のいずれかの届出を行っていない者（当該届出

の義務がない者を除く。） 

 ア 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出 

 イ 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出 

 ウ 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出 

 次に掲げる者は、その資格の有効期間内において資格審査を受けることができない。 

ア 一度資格審査を受けた業種、業務又は営業種目を他の業種、業務又は営業種目に変更しよう

とする者 

イ 一度資格審査を受けた業種、業務又は営業種目について、再度資格審査を受けようとする者 

ウ 有効期間内に申請することができる業種、業務又は営業種目の上限まで既に申請を行った者 

４ 資格審査の申請区分等 

 建設工事 

ア 資格審査は、次表に掲げる業種ごとに行う。 

土木工事業 建築工事業 大工工事業

左官工事業 とび・土工工事業 石工事業

屋根工事業 電気工事業 管工事業

タイル・れんが・ブロック工事業 鋼構造物工事業 鉄筋工事業

舗装工事業 しゅんせつ工事業 板金工事業

ガラス工事業 塗装工事業 防水工事業

内装仕上工事業 機械器具設置工事業 熱絶縁工事業

電気通信工事業 造園工事業 さく井工事業

建具工事業 水道施設工事業 消防施設工事業

清掃施設工事業 解体工事業
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イ 申請することができる業種の数は、主たる営業所（建設工事にあっては、建設業法第３条第

１項の規定による許可に係る主たる営業所又は建設工事以外の申請区分にあっては、本店又は

本社等をいう。以下同じ。）及び代理人を置く営業所と合算して５以内とする。この場合にお

いて、営業所ごとに同じ業種について申請することはできない。 

 物品納入等 

ア 資格審査は、次表に掲げる種目に係る営業種目ごとに行う。 

印刷 図書・地図 事務用品・什器

学校・保育用品 日用品 繊維品

医療・衛生・福祉器材 広告・装飾 電気機器

精密機械 輸送機器 一般機器

燃料・油脂・燃焼器具 農・林・水産物 消防・安全・災害対策用品

資材 環境対策 レンタル・リース

物品の修理及び不用品の買受 その他

イ 申請することができる営業所は、主たる営業所又は代理人を置く営業所のいずれか一つとす

る。 

ウ 申請することができる営業種目の数は、１０以内とする。 

 設計・調査・測量 

ア 資格審査は、次表に掲げる業務ごとに行う。 

測量 建築関連コンサルタント 地質調査

補償コンサルタント 建設コンサルタント

イ 申請することができる業務の数は、主たる営業所及び代理人を置く営業所と合算して５以内

とする。この場合において、営業所ごとに同じ業務について申請することはできない。 

 土木施設維持管理 

申請することができる営業所は、主たる営業所又は代理人を置く営業所のいずれか一つとする。 

 業務委託 

ア 資格審査は、次表に掲げる業務ごとに行う。 

建物管理等 警備 清掃

保守点検 施設運転管理 廃棄物処理

運送・運行 給食 イベント・催事

製作等 検査・測定・調査 計画策定

電算 文書管理 福祉サービス

その他

イ 申請することができる業務の数は、主たる営業所及び代理人を置く営業所と合算して５以内

とする。この場合において、営業所ごとに同じ業務について申請することはできない。 

５ 資格審査の申請方法等 

 申請方法 
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ア 資格審査を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、４に掲げる申請区分に応じて、

競争入札参加資格審査申請書（以下「申請書」という。）に別表１に掲げる書類を添えて、市

長等に申請しなければならない。 

イ 市長等は、特に必要があると認めるときは、別表１にかかわらず、申請の際の書類を別に定

めることができる。 

ウ 別表１に掲げる書類のうち、埼玉県電子入札共同システム参加自治体共通書類については、

共同受付窓口である埼玉県への提出をもって、市長等に提出したものとみなす。 

エ 建設工事、設計・調査・測量及び土木施設維持管理において、平成３１・３２年度競争入札

参加資格者名簿に登載されている者が、引き続き当該資格審査の申請を行う場合についての方

法は、市長等が別に定めるところにより、電子情報処理組織（市長等の使用に係る電子計算機

（入出力装置を含む。以下同じ。）と申請をする者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線

で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用した申請（以下「電子申請」という。）により

行うものとする。 

 申請書等の取得方法 

申請者に対し、次のとおり申請書等を配布する。 

ア 建設工事、設計・調査・測量及び土木施設維持管理 

埼玉県ホームページからダウンロード 

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0212/kouji0304/kouji_teiki_top.html

イ 物品納入等及び業務委託 

さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/011/005/p073690.html

 資格審査の申請受付（電子申請によるものは除く。） 

ア 受付期間 

(ア) 建設工事、設計・調査・測量及び土木施設維持管理 

令和２年９月１日から令和２年９月２５日まで 

(イ) 物品納入等及び業務委託 

令和２年１０月５日から令和２年１１月６日まで 

イ 受付方法 

(ア) 建設工事、設計・調査・測量及び土木施設維持管理 

郵送（令和２年９月２５日消印有効）による申請（持参不可） 

(イ) 物品納入等及び業務委託 

郵送（令和２年１１月６日消印有効）による申請（持参不可） 

ウ 郵送先 

(ア) 建設工事、設計・調査・測量及び土木施設維持管理 

〒３３０－９３０１ さいたま市浦和区高砂３丁目１５番１号 埼玉県総務部入札審査課

審査担当（工事） 

(イ) 物品納入等及び業務委託 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市財政局契約管理

部契約課 
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 資格審査の申請に使用する言語等 

ア 申請書は、日本語で記載すること 

イ 申請書以外の添付書類等のうち、外国語で記載してあるものは、日本語の訳文を付記又は添

付すること 

ウ 申請書以外の添付書類等のうち、外国貨幣で表示してあるものは、出納官吏事務規程（昭和

２２年大蔵省令第９５号）第１６条に規定する外国貨幣換算率により日本国通貨に換算したも

のを付記又は作成すること 

６ 資格審査基準日 

 建設工事 

申請時において有効な経営事項審査の審査基準日（複数ある場合は審査基準日が直近のもの）

を審査基準日とする。ただし、各提出書類について、別に定める基準日がある場合はこれに従う

ものとする。 

 物品納入等、設計・調査・測量、土木施設維持管理及び業務委託 

申請日直近の決算日（決算手続きが終了している日付のもの）を審査基準日とする。ただし、

各提出書類等について、別に定める基準日がある場合はこれに従うものとする。 

７ 代理人 

 申請者又は名簿登載者は、委任状を市長等に提出することにより、代理人を置くことができる。 

 建設工事に係る代理人は、業種ごとに置くことができる。ただし、その数は、１業種につき１

人とし、当該業種について建設業許可を受けている営業所でなければならない。 

 設計・調査・測量に係る代理人は、業務ごとに置くことができる。ただし、その数は、１業務

につき１人とする。 

なお、測量業務については、測量業者登録を受けている営業所でなければならない。 

また、建築関連コンサルタント業務については、建築士事務所登録を受けている営業所でなけ

ればならない。 

 物品納入等及び土木施設維持管理に係る代理人は、それぞれ１人とする。 

 業務委託に係る代理人は、業務ごとに置くことができる。ただし、その数は、１業務につき１

人とする。 

８ 競争入札参加資格の資格審査数値 

 建設工事 

資格審査数値は、資格審査基準日において、建設業法第２７条の２９第１項の規定による経営

事項審査の総合評定値に別表２に定める発注者別評価点を加算した数値とする。 

なお、経営事項審査の総合評定値は、平成２０年国土交通省告示第８５号（以下「国土交通省

告示」という。）第一に規定する経営規模、経営状況、技術力及びその他の審査項目（社会性等

）を、国土交通省告示第二に定める基準（以下「国土交通省告示に定める基準」という。）に従

って審査し、国土交通省告示並びに平成２０年１月３１日付け国総建第２６９号「経営事項審査

の事務取扱について」により算出した評点とする。 

ただし、中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業

組合並びに中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に基づく協業組合（

以下「協同組合等」という。）のうち官公需適格組合の証明を受けた者（以下「官公需適格組合
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」という。）であって、資格審査に係る工事種別の官公需適格組合の算出方法の特例の適用を希

望する者については、次のとおり取り扱うものとする。 

ア 経営規模及び技術力の審査は、当該組合と５以内の組合員（当該組合の理事並びに当該組合

の理事又は組合員が代表者となっている法人を含む。以下同じ。）の次に掲げる事項の合計値

を用いて、国土交通省告示に定める基準に準じて行うものとする。 

(ア) 工事の種類別年間平均完成工事高 

(イ) 工事の種類別年間平均元請完成工事高 

(ウ) 自己資本の額 

(エ) 利益額 

(オ) 技術職員の数 

イ 経営状況及びその他の審査項目（社会性等）の評点は、当該組合と５以内の組合員の事務取

扱別紙に定める当該評点の平均値（小数点以下第１位を四捨五入した数値）を用いるものとす

る。

 業務委託

資格審査数値は、別表３ から に定める経営財務状況の点数に、別表３ から に定める発

注者別評価項目の点数を加算した数値とする。 

ただし、官公需適格組合であって、資格審査に係る業務の官公需適格組合の算出方法の特例の

適用を希望する者の経営財務状況の値は、別表３ に定める「営業期間」を除き当該組合と５以

内の組合員の合計値を用いて算出するものとする。 

９ 競争入札参加資格の等級区分 

 建設工事 

等級区分は、８ で定める資格審査数値をもとに、一部の業種について業種別に等級を区分す

ることにより行う。 

ア 等級区分を行う業種 

土木工事業、建築工事業、とび・土工工事業、電気工事業、管工事業、舗装工事業及び造園

工事業 

イ 業種別の等級 

(ア) 土木工事業及び建築工事業 

Ｓ級、Ａ級、Ｂ級及びＣ級の４級に区分する。 

(イ) とび・土工工事業、電気工事業、管工事業、舗装工事業及び造園工事業 

Ａ級、Ｂ級及びＣ級の３級に区分する。 

 業務委託 

等級区分は、８ で定める資格審査数値をもとに、一部の業務について業務別に等級を区分す

ることにより行う。 

ア 等級区分を行う業務 

建物管理等、警備及び清掃 

イ 等級 

Ａ級、Ｂ級及びＣ級の３級に区分する。 

 その他 
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ア 各等級における数値区分及び技術者数は、資格審査終了後に、名簿登載者のバランス等を考

慮して決定する。 

イ 別表２のうち、埼玉県電子入札共同システムの共同受付窓口である埼玉県が審査する項目に

ついては、埼玉県における審査結果を適用するものとする。 

ウ 別表１及び別表３について、関係法令の改正等により書類の取扱いに変更が生じた場合には、

それに応じた取扱いをするものとする。 

１０ 等級区分の方法等の公表及び資格者名簿への登載 

 市長等は、資格審査終了後、次に掲げる事項について告示する。 

ア 等級区分の方法 

イ 競争入札参加資格を得た者の数 

 市長等は、資格審査を受けた者を、４に定める申請区分ごとの資格者名簿に登載するものとす

る。 

１１ 競争入札参加資格の有効期間及び当該期間の更新手続 

 競争入札参加資格の有効期間 

令和３年４月１日から令和５年３月３１日まで 

 有効期間の更新手続 

競争入札参加資格の更新を希望する者に係る更新手続等については、令和４年度の有効期間中

に別に定める。 

１２ 競争入札参加資格審査結果の通知 

競争入札参加資格の審査結果については、郵送により通知する。 

１３ 変更等の届出 

 名簿登載者は、申請内容について変更が生じたときは、次の各号に掲げる申請区分により直ち

に届け出なければならない。また、変更の届出を必要とする申請内容については、さいたま市ホ

ームページにて公表する。 

ア 建設工事、設計・調査・測量及び土木施設維持管理 

埼玉県電子入札共同システムを利用して市長等に届け出るとともに、関係書類を共同受付窓

口（埼玉県）及び市長等に提出するものとする。 

イ 物品納入等及び業務委託 

関係書類を、市長等に提出するものとする。 

 名簿登載者は、次の各号のいずれかに該当することとなったときは、直ちに関係書類を添えて

市長等に届け出なければならない。 

ア ２ アに該当する者となったとき。

イ 法人が解散又は個人事業主が死亡したとき。 

ウ 営業停止命令を受けたとき。 

エ 営業の休止、再開又は廃止をしたとき。 

オ 金融機関に取引を停止されたとき。 

カ 官公需適格組合の証明を受けた中小企業等協同組合等として資格審査を申請した者が、官公

需適格組合の証明を受けられない者となったとき。 

キ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基づく更生手続開始の申立てを行ったと
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き、更生手続開始の決定があったとき及び更生計画の認可がなされたとき。 

ク 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定に基づく再生手続開始の申立てを行ったと

き、再生手続開始の決定があったとき及び再生計画の認可がなされたとき。 

１４ 競争入札参加資格の再審査 

 ３ の規定にかかわらず、相続、合併、会社分割又は事業譲渡等により、名簿登載者から申請

区分に係る当該事業の一切を承継した者が、その参加資格を承継しようとするときは、競争入札

参加資格再審査申請書に関係書類を添えて、市長等に再審査の申請をしなければならない。 

 ３ の規定にかかわらず、名簿登載者で、会社更生法の規定により更生手続開始の決定をされ

た者又は民事再生法の規定により再生手続開始の決定をされた者は、競争入札参加資格再審査申

請書に関係書類を添えて、再審査の申請をしなければならない。 

１５ 資格者名簿からの抹消 

 市長等は、名簿登載者が次の各号のいずれかに該当するときは、その者を資格者名簿から抹消

するものとする。 

ア ２ に該当する者となったとき。

イ 法人の解散又は個人事業主の死亡を確認してから９０日を経過したとき。 

ウ 金融機関に取引を停止されたとき。 

 市長等は、名簿登載者が次の各号のいずれかに該当するときは、その者を資格者名簿から抹消

することができる。 

ア １３ 又は同 （ウ、エ及びカに係るものに限る。）の規定による届出を怠ったとき。

イ 競争入札参加資格申請、変更に関する届出又は競争入札参加資格再審査申請等に際し、虚偽

の記載等を行ったとき又は重要な事項について記載等を行わなかったことが判明したとき。 

ウ 名簿登載者として不適当であると埼玉県電子入札共同システム参加自治体に認められ、当該

自治体の資格者名簿から抹消されたことが判明したとき。 

 市長等は、名簿登載者が次の各号のいずれかに該当するときは、その者を当該業種、営業種目

又は業務について資格者名簿から抹消するものとする。 

ア 建設工事にあっては、資格者名簿に登載されている業種についての建設業許可を受けていな

い者となってから、新たに建設業許可を受けることなく９０日を経過したとき。 

イ 測量業務にあっては、測量業者登録を受けていない者となってから、新たに測量業者登録を

受けることなく９０日を経過したとき。 

ウ 建築関連コンサルタント業務にあっては、建築士事務所登録を受けていない者となってから、

新たに建築士事務所登録を受けることなく９０日を経過したとき。 

エ 登録等を営業の要件とする物品の調達に係る営業種目又は業務にあっては、登録等を受けて

いない者となってから、新たに登録等を受けることなく９０日を経過したとき。 

オ 資格者名簿に登載されている業種、営業種目又は業務について、その営業を廃止したとき又

は当該資格者名簿からの抹消を申し出たとき。 

１６ 資料提出等の請求 

市長等は、必要があると認めるときは、この告示に定めるもののほか、資格審査を申請した者

に対し、その都度、資料の提出若しくは提示又は説明を求めることができる。 

１７ 追加の資格審査 
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市長等は、必要があると認める場合には、追加で資格審査を実施することができる。この場合

の資格審査申請の方法及び競争入札参加資格の有効期間等については別に定める。 

１８ 特定調達契約に係る取扱い 

競争入札参加資格の有効期間中は、当該申請業種、営業種目又は業務ごとに、さいたま市及び

さいたま市水道局において行われる、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定

める政令（平成７年政令第３７２号）の適用を受ける調達契約に係る資格を有する者として取り

扱うものとする。 

１９ その他 

詳細は、令和３・４年度競争入札参加資格審査申請の手引による。建設工事、設計・調査・測

量、土木施設維持管理については埼玉県ホームページにて公開する。物品納入等、業務委託につ

いては、後日さいたま市ホームページにて公開する。 
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別表１ 

申請区分

添付書類 
建設工事

物品 

納入等 

設計・調

査・測量 

土木施設

維持管理
業務委託 

送付票【更新申請者のみ対象】 〇  〇 〇  

代理申請する場合の委任状【更新申請

者のみ対象】 
〇  〇 〇  

履歴事項全部証明書又は現在事項全部

証明書（写し可）【法人のみ対象】 
○ ○ ○ ○ ○ 

法人番号の確認資料（「国税庁法人番

号公表サイト」の法人情報の画面を印

刷したもの）【法人で新規申請者のみ

対象】 

○  ○ ○  

法人番号の確認資料（「国税庁法人番

号公表サイト」の法人情報の画面を印

刷したもの）【法人のみ対象】 

 〇   〇 

「法人税」並びに「消費税及地方消費

税」の納税証明書（その３の３）（写

し可）【法人のみ対象】 

○ ○ ○ ○ ○ 

身分（元）証明書（写し可）【個人事

業主のみ対象】 
○ ○ ○ ○ ○ 

後見登記等ファイルに成年被後見人、

被保佐人又は被補助人とする記録がな

いことの証明書（被補助人にあって

は、後見登記等ファイルに記録されて

いる事項の証明書）（写し可）【個人

事業主のみ対象】 

○ ○ ○ ○ ○ 

「申告所得税及復興特別所得税」及び

「消費税及地方消費税」の納税証明書

（その３の２）(写し可) 【個人事業主

のみ対象】 

○ ○ ○ ○ ○ 

経営事項審査の総合評定値通知書の写

し 
○     

社会保険等の加入確認資料の写し【経

営事項審査の総合評定値通知書で社会

保険等が「無」の場合又は建設工事を

申請しない場合のみ対象】 

○   〇  

建設業許可通知書又は許可証明書（写

し可） 
○     
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申請区分

添付書類 
建設工事

物品 

納入等 

設計・調

査・測量 

土木施設

維持管理
業務委託 

建設業許可申請書（様式一号）、営業

所一覧表（別紙二）及び建設業法施行

令第３条に規定する使用人の一覧表（

様式第十一号）の写し 

○     

資格情報を証明する書類の写し【対象

工事を希望する場合のみ対象】 
○     

登録情報を証明する書類の写し   ○   

申請事業所の写真・案内図【代理人を

置く事業所の所在地がさいたま市内の

場合のみ対象】 

  ○ ○  

障害者雇用状況報告書の写し又は障害

者雇用の状況 
○     

障害者雇用状況報告書の写し又は障害

者雇用の証明書 
    〇 

ＩＳＯ９００１認証取得登録証の写し

【申請業種について取得している場合

のみ対象】 

○     

ＩＳＯ９００１認証取得登録証の写し     〇 

ＩＳＯ１４００１認証取得登録証の写

し【申請業種について取得している場

合のみ対象】 

○     

ＩＳＯ１４００１認証取得登録証の写

し 
    〇 

監理技術者の状況 ○     

建設業労働災害防止協会加入証明書（

写し可） 
○     

組合員名簿、役員名簿【中小企業等協

同組合等のみ対象】 
○ 〇 ○ ○ 〇 
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申請区分

添付書類 
建設工事

物品 

納入等 

設計・調

査・測量 

土木施設

維持管理
業務委託 

官公需適格組

合の算出方法

の特例を希望

する場合 

官公需適格組合証明書の

写し 
○ 〇

経営事項審査の総合評定

値通知書の写し（組合と

組合員のもの） 

○ 

官公需適格組合資格審査

数値計算表 
○ 〇

官公需適格組合の組合員

ごとの業務別内訳 
〇

申請日現在有効な許可、

認可又は登録等の証明書

の写し 

〇

当該組合と組合員の申請

日直近２ヵ年分の決算書

類（写し可） 

〇

委任状【代理人を設置する場合のみ対

象】 
○ ○ ○ ○ ○

使用印鑑届【代理人を設置しない場合

のみ対象】 
○ ○ ○

さいたま市の市税納税証明書（写し可

）【さいたま市内に事業所等を有する

場合のみ対象】 

○ ○ ○ ○ ○

誓約書 ○ ○ ○ ○ ○ 

個別情報報告書 ○  ○ ○  

資本関係又は人的関係確認書 ○     

災害協定の協定書の写し又は災害協定

締結団体加盟証明書原本 
○     

エコアクション２１の認証・登録証の

写し（ＩＳＯ１４００１を認証取得

し、登録証の写しを提出している場合

は、提出不要） 

○    ○ 
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申請区分

添付書類 
建設工事

物品 

納入等 

設計・調

査・測量 

土木施設

維持管理
業務委託 

以下のア～ウのいずれかの書類の写し 

ア さいたま市と締結している包括連

携協定書 

イ さいたま市ＣＳＲチャレンジ企業

認証書 

ウ さいたま市健康経営企業認定証 

〇    〇 

次世代育成支援対策推進法に基づく一

般事業主行動計画策定・変更届（受理

印のあるもの）の写し又は認定を受け

ていることがわかるものの写し【主た

る営業所の所在地がさいたま市内の場

合のみ対象】 

○     

次世代育成支援対策推進法に基づく一

般事業主行動計画策定・変更届（受理

印のあるもの）の写し又は認定を受け

ていることがわかるものの写し 

    〇 

女性技術者又は若手技術者（申請日現

在３５歳未満の者）の資格者証及び常

勤していることがわかる書類の写し

【主たる営業所の所在地がさいたま市

内の場合のみ対象】 

○     

ＣＰＤＳ／ＣＰＤで取得した単位数等

がわかる証明書等の写し【主たる営業

所の所在地がさいたま市内で土木・建

築・電気・管・舗装・造園のいずれか

の業種を申請する場合のみ対象】 

○     

女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律に基づく一般事業主行動計

画策定・変更届（受理印のあるもの）

の写し又は認定を受けていることがわ

かるものの写し【主たる営業所の所在

地がさいたま市内の場合のみ対象】 

○     

女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律に基づく一般事業主行動計

画策定・変更届（受理印のあるもの）

の写し又は認定を受けていることがわ

かるものの写し 

    〇 

さいたま市消防団協力事業所表示証交

付書の写し又は消防団協力事業所認定

継続通知書の写し【主たる営業所の所

在地がさいたま市内の場合のみ対象】 

○     

協力雇用主の登録に関する証明書の原

本【主たる営業所の所在地がさいたま

市内の場合のみ対象】 

〇     
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申請区分

添付書類 
建設工事

物品 

納入等 

設計・調

査・測量 

土木施設

維持管理
業務委託 

受付証・返信用封筒  〇   〇 

提出書類チェックリスト  〇   〇 

業者情報調書  〇   〇 

契約実績書  〇   〇 

代理店及び特約店報告書  〇    

印鑑証明書（写し可）【法人のみ対

象】 
 〇   〇 

印鑑登録証明書（写し可）【個人事業

主のみ対象】 
 〇   〇 

申請日直近２か年分の決算書類等（写

し可）【法人のみ対象】 
 〇   〇 

申請日直近２か年分の確定申告書等の

写し【個人事業主のみ対象】 
 〇   〇 

申請日現在有効な許可、認可又は登録

等の証明書等の写し 
 〇   〇 
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別表２ 

評価項目 条件 付与点数 
対象者及び 

対象業種 

災害時復旧協

力協定締結 

以下のいずれかに該当する者 

○ さいたま市長と「大規模災害時

における災害応急対策業務及び建

設資材調達に関する協定」を締結

している団体に加盟し、応急復旧

業務・工事に協力することとなっ

ていること

○ さいたま市水道事業管理者と「

災害時における復旧工事の協力に

関する協定」を締結している団体

に加盟し、復旧工事に協力するこ

ととなっていること

○ さいたま市長と「災害時におけ

る電気設備の復旧に関する協定」

を締結している団体に加盟し、復

旧活動等の支援に関して協力する

こととなっていること

○ 上記と類似の協定等について、

さいたま市長又はさいたま市水道

事業管理者と災害時における応急

復旧業務に関する協定等を締結し

ている団体に加盟し、又は協定等

を締結し、応急復旧工事に協力す

ることとなっていること 

なお、締結している協定等は令

和２年９月１日現在有効なものの

みとする。 

３０点 協定締結団体に

加盟又は協定を

締結している

者・申請全業種 

品質管理 公益財団法人日本適合性認定協会（

以下「ＪＡＢ」という。）又はＪＡＢ

と相互認証している認定機関に認定さ

れている審査登録機関が認証したＩＳ

Ｏ９００１の認証を取得している場合 

１０点 全者・申請全業

種 

優秀建設工事

業者表彰 

令和元年度・令和２年度に「さいた

ま市優秀建設工事業者表彰」を受けた

者 

受賞１案件につき２０

点 

受賞者・該当業

種 

入札参加停止 平成３１年１月１日から令和２年１

２月３１日までの間の入札参加停止の

期間に応じて減点 

１月につき－５点 全者・申請全業

種 
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評価項目 条件 付与点数 
対象者及び 

対象業種 

工事成績 ① 平成３１年１月１日から令和２年

１２月３１日までの間に受けた本市

発注工事の工事検査に係る工事成績

の平均点に応じ加減点 （ 共同企業

体での実績は除く。また、実績のな

い者は０点とする｡） 

工事成績 

平均点 

加減点 全者・該当業種 

８２点以上３０点 

７９点以上

８２点未満

２０点 

７６点以上

７９点未満

１０点 

６５点以上

７６点未満

０点 

６５点未満－２０点 

② ①の算出の基礎となった工事成績

中６５点に満たない案件があった場

合 

１案件につき－５点 

地域加算 さいたま市内に建設業法に基づく主

たる営業所を有する者 

２０点 市内に建設業法

に基づく主たる

営業所を有する

者・申請全業種 

女性技術者又

は若手技術者

の雇用 

建設業法第７条第２号及び同法第１

５条第２号に規定する専任の技術者（

実務経験のみによるものは除く。）に

なり得る女性技術者又は若手技術者（

申請日現在３５歳未満の者）が 1 人以

上常勤している場合（従業員にあって

は申請日において既に３か月以上の雇

用関係にあり、以後 1 年以上の雇用が

見込まれるものに限る。） 

１０点 市内に建設業法

に基づく主たる

営業所を有する

者・申請全業種 
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評価項目 条件 付与点数 
対象者及び 

対象業種 

ＣＰＤＳ／Ｃ

ＰＤ（継続学

習）の取組み

状況 

ＣＰＤＳ／ＣＰＤ（継続学習）に取

組んでいる技術者の取得した単位数に

応じ、申請時に在籍している企業に対

し、加点する。ただし、下記 ～ に

ついては、平成２７年１０月１日から

令和２年９月３０日の期間で取得した

もの、 については、平成２８年４月

１日から令和２年９月３０日の期間で

取得したものとする。 

 「一般社団法人全国土木施工管

理技士会連合会」が実施する継続

学習制度における企業ごとの取得

単位数 

 「建築ＣＰＤ運営会議」が実施

する情報提供制度(ＣＰＤ)におけ

る企業ごとの認定時間数 

 「公益社団法人土木学会」が実

施する継続学習制度における企業

ごとの取得単位数 

 「造園ＣＰＤ協議会」が実施す

る継続教育制度(ＣＰＤ)における

企業ごとの取得単位数 

一般社団法人全国土

木施工管理技士会連合

会 

取得単位数 配点 

１～１９ １点 

２０～３９ ２点 

４０～５９ ４点 

６０～７９ ６点 

８０～９９ ８点 

１００～ １０

点 

建築ＣＰＤ運営会議

取得単位数 配点 

１～１１ １点 

１２～２３ ２点 

２４～３５ ４点 

３６～４７ ６点 

４８～５９ ８点 

６０～ １０

点 

 公益社団法人土木学

会、 造園ＣＰＤ協議

会 

取得単位数 配点 

１～４９ １点 

５０～９９ ２点 

１００～ 

１４９ 

４点 

１５０～ 

１９９ 

６点 

２００～ 

２４９ 

８点 

２５０～ １０

点 

※申請業種ごとの上限

は１０点とする 

市内に建設業法

に基づく主たる

営業所を有する

者 

対象業種 

土木工事業 

管工事業 

舗装工事業 

対象業種 

建築工事業 

電気工事業 

管工事業 

対象業種 

土木工事業 

管工事業 

舗装工事業 

対象業種 

造園工事業 
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評価項目 条件 付与点数 
対象者及び 

対象業種 

障害者雇用 〇 障害者の雇用の促進等に関する法

律（昭和３５年法律第１２３号）第

４３条に係る報告義務がある場合、

申請日直近の６月１日現在において

雇用する障害者の数が法定雇用障害

者数以上であり、主たる営業所を管

轄する公共職業安定所に障害者の雇

用に関する報告書を提出した者。 

〇 障害者の雇用の促進等に関する法

律第４３条に係る報告義務がない場

合、申請日時点において障害者を１

人以上雇用し、障害者雇用の状況を

提出した者。 

２０点 市内に建設業法

に基づく主たる

営業所を有する

者・申請全業種 

環境への配慮

等 

ＪＡＢ又はＪＡＢと相互認証してい

る認定機関に認定されている審査登録

機関が認証したＩＳＯ１４００１の認

証を取得している場合又は一般財団法

人持続性推進機構によりエコアクショ

ン２１の認証を取得している場合 

１０点 全者・申請全業

種 

子育て支援 次世代育成支援対策推進法（平成１

５年法律第１２０号）に基づく一般事

業主行動計画を策定し、同法第１２条

の規定による届出を労働局へ提出した

場合（申請日現在、一般事業主行動計

画の計画期間中であること）又は、同

法第１５条の２の規定による認定を受

けている場合 

１０点 市内に建設業法

に基づく主たる

営業所を有する

者・申請全業種 

女性の活躍推

進 

女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律（平成２７年９月４日法

律第６４号）に基づく一般事業主行動

計画を策定し、同法第８条の規定によ

る届出を労働局へ提出した場合（申請

日現在、一般事業主行動計画の計画期

間中であること）又は、同法第１２条

の規定による認定を受けている場合 

１０点 市内に建設業法

に基づく主たる

営業所を有する

者・申請全業種 
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評価項目 条件 付与点数 
対象者及び 

対象業種 

消防団協力事

業所 

さいたま市消防団協力事業所表示制

度実施要綱第６条の規定により、消防

団協力事業所として認定を受けている

者。 

１０点 市内に建設業法

に基づく主たる

営業所を有する

者・申請全業種 

協力雇用主 法務省さいたま保護観察所に協力雇

用主として登録されている者。 

１０点 市内に建設業法

に基づく主たる

営業所を有する

者・申請全業種 

その他 以下のいずれかに該当する者 

〇 さいたま市と包括連携協定を締

結している者 

〇 さいたま市ＣＳＲチャレンジ企

業として認証されている者 

〇 さいたま市健康経営企業として

認定されている者 

１０点 該当者・申請全

業種 

協同組合等については、当該協同組合等として要件を満たしている場合を加減点対象とする。 
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別表３ 

 平均売上額 

平均 

売上額 
２０億円以上 

１５億円以上 

２０億円未満 

１０億円以上 

１５億円未満 

７億円以上 

１０億円未満 

４億円以上 

７億円未満 

３億円以上 

４億円未満 

点 数 ３５点 ３３点 ３１点 ２９点 ２７点 ２５点 

平均 

売上額 

２億円以上 

３億円未満 

15 千万円以上 

２億円未満 

１億円以上 

15 千万円未満 

８千万円以上 

１億円未満 

６千万円以上 

８千万円未満 

45 百万円以上 

６千万円未満 

点 数 ２３点 ２１点 １９点 １７点 １５点 １３点 

平均 

売上額 

３千万円以上 

45 百万円未満 

２千万円以上 

３千万円未満 

１千万円以上 

２千万円未満 

５百万円以上 

１千万円未満 
５百万円未満 

点 数 １１点 ９点 ７点 ５点 ３点 

 自己資本の額 

自己資 

本の額 
１億円以上 

８千万円以上 

１億円未満 

６千万円以上 

８千万円未満 

45 百万円以上 

６千万円未満 

３千万円以上 

45 百万円未満 

２千万円以上 

３千万円未満 

点 数 １５点 １４点 １３点 １１点 ９点 ７点 

自己資 

本の額 

１千万円以上 

２千万円未満 

５百万円以上 

１千万円未満 

１百万円以上 

５百万円未満 

０円以上 

１百万円未満 
マイナス資本 

点 数 ５点 ３点 ２点 １点 －２点 

 流動比率 

流 動 

比 率 
１５０以上 

１３０以上 

１５０未満 

１１０以上 

１３０未満 

９０以上 

１１０未満 

７０以上 

９０未満 
７０未満 

点 数 １５点 １２点 ９点 ６点 ３点 １点 

 自己資本比率 

自己資本

比率 
５０以上 

４０以上 

５０未満 

３０以上 

４０未満 

２０以上 

３０未満 

１０以上 

２０未満 
１０未満 

点 数 １５点 １２点 ９点 ６点 ３点 １点 

 従業員数 

従 業 

員 数 
３００人以上 

１００人以上 

３００人未満 

５０人以上 

１００人未満 

１０人以上 

５０人未満 
１０人未満 

点 数 １０点 ８点 ６点 ４点 １点 

 営業期間 

営 業 

期 間 
１０年以上 

５年以上 

１０年未満 

３年以上 

５年未満 

２年以上 

３年未満 

１年以上 

２年未満 
１年未満 

点 数 １０点 ８点 ６点 ４点 ２点 ０点 

 障害者雇用  

雇 用 

法定雇用障害者

数以上を雇用し

ている 

法定雇用障害者

数以上を雇用し

ていない 

○ 障害者の雇用の促進等に関する法律第４３条に係る報告義

務がある場合、申請日直近の６月１日現在において雇用する

障害者の数が法定雇用障害者数以上であり、主たる営業所を

管轄する公共職業安定所に障害者の雇用に関する報告書を提

出した者 

○ 障害者の雇用の促進等に関する法律第４３条に係る報告義

務がない場合、申請日時点において障害者を１人以上雇用

し、障害者雇用の証明書を提出した者 

なお、協同組合等については、当該協同組合等として要件

を満たしている場合を加点対象とする。 

点 数 ５点 ０点 

 子育て支援 
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届 出 

又は 

認 定 

有 無 

○ 次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を

策定し、同法第１２条の規定による届出を労働局へ提出した

場合（申請日現在、一般事業主行動計画の計画期間中である

こと）又は同法第１５条の２の規定による認定を受けている

場合 

なお、協同組合等については、当該協同組合としての一般

事業主行動計画を策定し、同法第１２条の規定による届出を

労働局へ提出した場合又は同法第１５条の２の規定による認

定を受けている場合を加点対象とする。 

点 数 ５点 ０点 

 女性の活躍推進 

届 出 有 無 
○ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく

一般事業主行動計画を策定し、同法第８条の規定による届出

を労働局へ提出した場合（申請日現在、一般事業主行動計画

の計画期間中であること）又は同法第１２条の規定による認

定を受けている場合 

なお、協同組合等については、当該協同組合としての計画

を策定し、同法第８条の規定による届出を労働局へ提出した

場合又は同法第１２条の規定による認定を受けている場合を

加点対象とする。 

点 数 ５点 ０点 

 ＩＳＯ・エコアクション２１認証取得 

認 証 

取 得 

ＩＳＯ９００1 

ＩＳＯ１４００１ 

又は 

エコアクション２１

○ ＩＳＯ９００１ 

公益財団法人日本適合性認定協会（以下「ＪＡＢ

」 

という。）又はＪＡＢと相互認証している認定機関

に認定されている審査登録機関が認証したＩＳＯ９

００１の認証を取得している場合 

○ ＩＳＯ１４００１又はエコアクション２１ 

ＪＡＢ又はＪＡＢと相互認証している認定機関に 

認定されている審査登録機関が認証したＩＳＯ１４

００１の認証を取得している場合、又は一般財団法

人持続性推進機構によりエコアクション２１の認証

を取得している場合 

なお、ＩＳＯ９００１、ＩＳＯ１４００１又はエ

コアクション２１のいずれの場合も、協同組合等に

ついては、当該協同組合等としての認証取得を加点

対象とする。 

有 無 有 無 

点 数 ５点 ０点 ５点 ０点 

 その他 

締結 

認証 

又は認定

さいたま市と包括連携協定、 

さいたま市ＣＳＲチャレンジ企業

又は 

さいたま市健康経営企業 

以下のいずれかに該当する者 

〇 さいたま市と包括連携協定を締結している者 

〇 さいたま市ＣＳＲチャレンジ企業として認証されている者

〇 さいたま市健康経営企業として認定されている者 

有 無 

点 数 ５点 ０点 

 入札参加停止 

入札参

加停止

平成３１年１月１日から令和２年１２月３１日までの間の 

入札参加停止期間に応じて減点 

点 数 １月につき－１点 
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さいたま市告示第１１８４号 

さいたま市水道局告示第９２号

さいたま市の競争入札参加資格に関する公示（令和２年さいたま市告示第１１８３号）５ エ及び

さいたま市水道局の競争入札参加資格に関する公示（令和２年さいたま市水道局告示第９１号）５ 

エの定めにより、建設工事の請負（以下「建設工事」という。）、設計、調査及び測量の業務の委託

（以下「設計・調査・測量」という。）、道路、河川、苑地及び下水道の維持管理業務の委託（以下

「土木施設維持管理」という。）に係る資格審査の申請について、電子情報処理組織（参加自治体に

属する知事、市長又は町長等の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と申請をす

る者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織のことをいう。）を使用

して行う場合の申請方法等を定めたので、次のとおり公示する。

令和２年８月５日

さいたま市長 清 水 勇 人

さいたま市水道事業管理者 小 島 正 明  

１ 用語の定義

この公示において次の各号に掲げる用語の定義は、当該各項に定めるところによる。

 埼玉県電子入札共同システム（以下「共同システム」という。）

埼玉県と県内市町等の共同で開発した電子情報処理組織のことをいう。

 電子申請

建設工事、設計・調査・測量及び土木施設維持管理に係る競争入札の参加資格に関する審査の

申請に、共同システムを用いて行う申請のことをいう。

２ 電子申請を行うことができる者

電子申請は、次の全ての要件を満たしていなければ行うことができない。

 申請の区分は、次のいずれかであること。

ア 建設工事

イ 設計・調査・測量

ウ 土木施設維持管理

 申請日現在、共同システムに登録している事業所であること。

 さいたま市の競争入札参加資格に関する公示（令和２年さいたま市告示第１１８３号）の３及

びさいたま市水道局の競争入札参加資格に関する公示（令和２年さいたま市水道局告示第９１号

）の３に該当する者でないこと。

３ 電子申請の申請方法

 電子申請は、申請者又は申請者から資格審査に関する権限の委任を受けた代理人（以下「申請

者等」という。）が行うことができる。

 申請者等は、共同システムを利用して競争入札参加資格申請をさいたま市長及びさいたま市水

道事業管理者（以下「市長等」という。）に行わなければならない。

 申請者等は、申請の際、共同システムに参加する自治体の中から申請を希望する自治体として

さいたま市を選択することで、市長等に対し申請を行うものとみなす。

 申請者等は、電子申請後、別表に掲げる書類を郵送等により市長等に提出しなければならな

い。
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なお、別表に掲げる書類のうち、共同システム参加自治体共通書類については、共同受付窓口

である埼玉県への提出をもって、市長等に提出したものとみなす。

４ 電子申請の受付期間等

 受付期間

ア 建設工事

令和２年１０月９日から令和２年１１月２６日まで

設計・調査・測量あるいは土木施設維持管理を同時に申請する場合の受付期間は、４ イの

とおりとする。

イ 設計・調査・測量及び土木施設維持管理

令和２年１０月９日から令和２年１１月１３日まで

 郵送先

〒３３０－９３０１ さいたま市浦和区高砂３丁目１５番１号 埼玉県総務部入札審査課審査

担当（工事）

５ 電子申請に使用する言語等

 電子申請は、日本語で行うこと。

なお、電子申請に使用することができる漢字は、ＪＩＳ第１水準及び第２水準とする。また、

申請内容（人名及び法人名を含む。）において、これ以外の漢字を使用している場合は、申請可

能な他の漢字又はカタカナ等に置き換えるものとしなければならない。

 提出書類等のうち、外国語で記載してあるものは、日本語の訳文を付記又は添付すること。

 電子申請の金額は、日本国通貨で表示すること。また、提出書類等のうち、外国貨幣で表示し

てあるものは、出納官吏事務規程（昭和２２年大蔵省令第９５号）第１６条に規定する外国貨幣

換算率により日本国通貨に換算したものを付記し、又は作成すること。

６ その他

詳細は、令和３・４年度建設工事請負等競争入札参加資格審査申請の手引による。
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別表

申請区分

添付書類 
建設工事

設計・調

査・測量

土木施設

維持管理

送付票 ○ ○ ○ 

代理申請する場合の委任状 ○ ○ ○ 

履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書（写し

可）【法人のみ対象】 
○ ○ ○ 

「法人税」並びに「消費税及地方消費税」の納税証

明書(その３の３)（写し可）【法人のみ対象】 
○ ○ ○ 

身分（元）証明書（写し可）【個人事業主のみ対

象】 
○ ○ ○ 

後見登記等ファイルに成年被後見人、被保佐人又は

被補助人とする記録がないことの証明書（被補助人

にあっては、後見登記等ファイルに記録されている

事項の証明書）（写し可）【個人事業主のみ対象】 

○ ○ ○ 

｢申告所得税及復興特別所得税｣及び｢消費税及地方消

費税｣の納税証明書(その３の２)（写し可）【個人事

業主のみ対象】 

○ ○ ○ 

経営事項審査の総合評定値通知書の写し ○   

社会保険等の加入確認資料の写し【経営事項審査の総

合評定通知書で社会保険等が「無」の場合又は建設

工事を申請しない場合のみ対象】 

○  〇 

建設業許可通知書又は許可証明書（写し可） ○   

建設業許可申請書（様式第一号）、営業所一覧表（

別紙二）及び建設業法施行令第３条に規定する使用

人の一覧表(様式第十一号)の写し 

○   

資格情報を証明する書類の写し【対象工事を希望す

る場合のみ対象】 
○   

登録情報を証明する書類の写し  ○  

申請事業所の写真・案内図【代理人を置く事業所の

所在地がさいたま市内の場合のみ対象】 
 ○ ○ 
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申請区分

添付書類 
建設工事

設計・調

査・測量

土木施設

維持管理

障害者雇用状況報告書の写し又は障害者雇用の状況 ○   

ＩＳＯ９００１認証取得登録証の写し【申請業種に

ついて取得している場合のみ対象】 
○   

ＩＳＯ１４００１認証取得登録証の写し【申請業種

について取得している場合のみ対象】 
○   

監理技術者の状況 ○   

建設業労働災害防止協会加入証明書（写し可） ○   

組合員名簿、役員名簿【中小企業等協同組合等のみ

対象】 
○ ○ ○ 

官公需適格組

合の算出方法

の特例を希望

する場合 

官公需適格組合証明書の写し ○   

経営事項審査の総合評定値通知書の

写し（組合と組合員のもの） 
○   

官公需適格組合資格審査数値計算表 ○   

委任状【代理人を設置する場合のみ対象】 ○ ○ ○ 

使用印鑑届【代理人を設置しない場合のみ対象】 ○ ○ ○ 

さいたま市の市税納税証明書（写し可）【さいたま

市内に事業所等を有する場合のみ対象】 
○ ○ ○ 

誓約書 ○ ○ ○ 

個別情報報告書 ○ ○ ○ 

資本関係又は人的関係確認書 ○   
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申請区分

添付書類 
建設工事

設計・調

査・測量

土木施設

維持管理

災害協定の協定書の写し又は災害協定締結団体加盟

証明書 
○   

エコアクション２１の認証・登録証の写し（ＩＳＯ

１４００１を認証取得し、登録証の写しを提出して

いる場合は、提出不要） 

○   

以下のア～ウのいずれかの書類の写し 

ア さいたま市と締結している包括連携協定書 

イ さいたま市ＣＳＲチャレンジ企業認証書 

ウ さいたま市健康経営企業認定証 

○   

次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２

０号）に基づく一般事業主行動計画策定・変更届（

受理印のあるもの）の写し又は認定を受けているこ

とがわかるものの写し【主たる営業所の所在地がさ

いたま市内の場合のみ対象】 

○   

女性技術者又は若手技術者（申請日現在３５歳未満

の者）の資格者証及び常勤していることがわかる書

類の写し【主たる営業所の所在地がさいたま市内の

場合のみ対象】 

○   

ＣＰＤＳ／ＣＰＤで取得した単位数等がわかる証明

書等の写し【主たる営業所の所在地がさいたま市内

で土木・建築・電気・管・舗装・造園のいずれかの

業種を申請する場合のみ対象】 

○   

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（

平成２７年９月４日法律第６４号）に基づく一般事

業主行動計画策定・変更届（受理印のあるもの）の

写し又は認定を受けていることがわかるものの写し

【主たる営業所の所在地がさいたま市内の場合のみ

対象】 

○   

さいたま市消防団協力事業所表示証交付書の写し又

は消防団協力事業所認定継続通知書の写し【主たる

営業所の所在地がさいたま市内の場合のみ対象】 

○   

協力雇用主の登録に関する証明書の原本【主たる営

業所の所在地がさいたま市内の場合のみ対象】 
○   
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さいたま市告示第１１８５号 

さいたま市水道局告示第９３号

令和３年度及び令和４年度において、さいたま市及びさいたま市水道局が発注する施設、その他又

は物品の小規模な修繕請負契約に係る事業者の登録について必要な事項を定めたので、次のとおり告

示する。 

令和２年８月５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市水道事業管理者 小 島 正 明  

１ 用語の定義 

この告示において次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

 小規模修繕 

内容が軽易で、かつ、履行の確保が容易な１００万円以下の小規模な修繕請負のことをいう。 

 登録名簿 

さいたま市小規模修繕業者登録名簿のことをいう。 

 業者登録 

小規模修繕の契約を希望する事業者を、登録名簿に登載することをいう。 

 市長等 

さいたま市長及びさいたま市水道事業管理者のことをいう。 

２ 小規模修繕業者登録をすることができない者 

小規模修繕業者登録を希望する者が次の各号のいずれかに該当する場合は、業者登録をすること

ができない。 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の４第１

項に掲げる者

 施行令１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の競争入札に参加させないこととされた

者 

 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）が、その事業活動を支配している場合、その他

暴力団員との関係が特に認められる場合であって、市長等が不適格であると認める者 

 国税（消費税及び地方消費税並びに法人にあっては法人税、個人事業主にあっては申告所得税

及び復興特別所得税）について未納がある者又はこれに未納があり分割納付中である者 

 別に定める期間で、地方税（法人にあっては法人市民税、個人事業主にあっては個人市民税）

について未納がある者又はこれに未納があり分割納入中である者 

 個人事業主の場合は、さいたま市に住民登録を有しない者、さいたま市内に本店を有しない者

又はさいたま市外にある事業所で登録をしようとする者 

 法人の場合は、さいたま市内に主たる営業所（本社・本店等）を有しない者又はさいたま市外

にある事業所で登録をしようとする者 

 さいたま市の実施する競争入札の参加資格に関する審査を受け、さいたま市競争入札参加資格

者名簿に登載されている者 

 次に掲げる者は、その資格の有効期限内において資格審査を受けることができない。 
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ア 一度登録の申請を受けた登録業務を他の登録業務に変更しようとする者 

イ 一度登録の申請を受けた登録業務について、再度登録の申請を受けようとする者 

ウ 登録の有効期間内に申請することができる登録業務の上限まで既に申請を行った者 

３ 登録業務等 

 登録業務の区分は次表に掲げるとおりとする。 

大工 内装 屋根 

畳 ふすま・障子 ガラス 

給排水設備 給湯設備 トイレ 

サッシ・カーテン 空調設備 ガス管配管設備 

厨房設備 電気設備 ドア・シャッター 

塗装 防犯設備 外構・フェンス 

その他修繕 物品修繕 

 登録の有効期間内に申請することができる登録業務の数は５以内とする。 

４ 業者登録の方法 

業者登録を希望する事業者は、小規模修繕業者登録申請書に次に掲げる書類を添付し、市長等に

提出しなければならない。 

 小規模修繕登録希望業務申請書 

 委任状【代理人を設置する場合のみ対象】 

 履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書（写し可）【法人のみ対象】 

 身分（元）証明書（写し可）【個人事業主のみ対象】 

 後見登記等ファイルに成年被後見人、被保佐人又は被補助人とする記録がないことの証明書（

被補助人にあっては、後見登記等ファイルに記録されている事項の証明書）（写し可）【個人事

業主のみ対象】 

 印鑑証明書（写し可）【法人のみ対象】 

 印鑑登録証明書（写し可）【個人事業主のみ対象】 

 「法人税」並びに「消費税及地方消費税」の納税証明書（その３の３）又はこれと同じ税目に

ついて交付された納税証明書（その３）（写し可）【法人のみ対象】 

 「申告所得税及復興特別所得税」及び「消費税及地方消費税」の納税証明書（その３の２）又

はこれと同じ税目について交付された納税証明書（その３）（写し可）【個人事業主のみ対象】 

 さいたま市の市税納税証明書（写し可） 

ア 法人市民税【法人のみ対象】 

イ 個人市民税・県民税【個人事業主のみ対象】 

 その他必要と認める書類 

５ 受付期間 

 令和２年１０月５日から令和２年１１月６日まで（以下「定期登録」という。） 

 令和３年４月１日から令和５年２月１５日まで（以下「随時登録」という。） 

ただし、さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規

定する休日を除く。 
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６ 登録名簿への登載 

市長等は、登録の申請があったときはこれを審査し、適格と認めたときは、登録名簿に登載し、

一般に公開する。 

７ 登録の有効期間 

 定期登録 

令和３年４月１日から令和５年３月３１日まで 

 随時登録 

登録名簿に登載された日から令和５年３月３１日まで 

８ 業者登録結果の通知 

業者登録の結果については、郵送により通知する。 

９ 変更等の届出 

登録名簿に登載された者は、申請内容に変更が生じたときは、直ちに関係書類を添えて市長等に

対し届け出なければならない。 

１０ 登録名簿からの抹消 

市長等は次の各号のいずれかに該当するときは、その者を登録名簿から抹消するものとする。 

 ２ 、 、 、 、 又は に該当する者となったとき。

 登録名簿からの抹消を申し出たとき。 

 その他市長等が必要と認めるとき。 

１１ その他 

詳細は、令和３・４年度小規模修繕業者登録申請の手引による。 



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１１８６号

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和２年８月５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市緑区大字寺山字上３３７番１、３３７番２、緑区大字高畑字狹土手下５５４番７、５

７１番４

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

さいたま市中央区上落合二丁目２番１号

埼玉トヨペット株式会社  代表取締役 平沼 一幸

３ 許可番号

 令和元年１２月２６日

 第 変-Ｓ３０１０３ 号

４ 検査済証番号

 令和２年８月４日

 第 完-Ｓ３０１０３ 号



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１１８７号

次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和２年８月１２日までに返

還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。

令和２年８月５日

さいたま市長 清 水 勇 人

・ 次の表のとおり

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色
年齢

（推定）

首輪の

有無
特  徴

７月

３１日
犬 見沼区堀崎町 雑種 オス 白茶 ５～８歳 有 胴輪：赤色布製

８月

３日
猫 西区西新井 雑種 メス 黒白

2～3週
齢

無

８月

３日
猫 西区西新井 雑種 メス 黒白

2～3週
齢

無

８月

３日
猫 西区西新井 雑種 メス 黒

2～3週
齢

無

８月

３日
猫 西区西新井 雑種 オス 黒白

2～3週
齢

無

８月

３日
猫 西区西新井 雑種 オス 白黒

2～3週
齢

無

８月

３日
猫 西区西新井 雑種 オス 白黒

2～3週
齢

無

連絡先

担当  さいたま市役所保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター

 電話  ０４８（８４０）４１５０

 ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９
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さいたま市告示第１１８８号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。
令和２年８月５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 申請者

 住所 （省略）

 氏名 （省略）

２ 位置指定道路の概要

 道路の位置 さいたま市見沼区大字南中野字高木７９５番６

 指定の年月日 令和２年８月５日

 指定の番号 第北２０－０１７号

 道路の幅員 ４．２０ｍ

 道路の延長 ５．５０ｍ
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さいたま市告示第１１８９号

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和２年８月６日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市浦和区木崎五丁目１２番３、１２番２５、１２番２６、１２番２７、１２番２８、１

２番２９、１２番３０、１２番３１

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

越谷市南越谷一丁目２１番地２

株式会社中央住宅 代表取締役 品川典久

３ 許可番号

 令和２年４月２１日

 第 開-Ｓ２０２０００２ 号

４ 検査済証番号

 令和２年８月５日

 第 完-Ｓ２０２０００２ 号
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さいたま市告示第１１９０号

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和２年８月６日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市桜区大字五関字高畑３１７番２６

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

（省略）

３ 許可番号

 令和２年７月１５日

 第 変-Ｓ２０１９０８４ 号

４ 検査済証番号

 令和２年８月５日

 第 完-Ｓ２０１９０８４ 号
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さいたま市告示第１１９１号 

さいたま市立病院旧病棟警備業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。

令和２年８月６日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

 件名

さいたま市立病院旧病棟警備業務

 履行場所

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院

 業務概要

仕様書のとおり

 履行期間

令和２年９月１日から令和３年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

 本入札の告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託

）（以下「名簿」という。）に業務「警備」の等級区分がＡで受注希望業務「警備（機械警備業

務を除く）」で登載されている者であること。 

 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

 本入札の告示日において、警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第４条の規定に基づく埼玉

県公安委員会の認定を受けている者であること。

 警備業法第２２条の規定に基づく警備員指導教育責任者資格者証の交付を受けている者を１名

以上配置できる者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局保健部地域医療課 

担当 加藤 電話 ０４８（８２９）１２９２

 交付期間
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告示の日から令和２年８月１４日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで）

 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

 受付期間

３ に同じ

 受付場所

３ に同じ

 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

 交付場所

３ に同じ

 交付日時

令和２年８月１９日（水）午前９時から午後５時まで

 その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。

 入札の日時及び場所

ア 日時

令和２年８月２４日（月）午後３時００分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟２階第３会議室

 入札保証金
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見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

 開札の日時及び場所

ア 日時

令和２年８月２４日（月）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６ イに同じ

 最低制限価格

設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。

 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局保健部健康増進課

電話 ０４８（８２９）１２９３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６７

 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局保健部地域医療課

電話 ０４８（８２９）１２９２ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６７

７ 契約手続等

 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

 契約書作成の要否

要

 議決の要否

否

８ その他

 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。

 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。

 契約条項等は、さいたま市保健福祉局保健部地域医療課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
 詳細は、入札説明書による。
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さいたま市告示第１１９２号

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和２年８月６日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市中央区円阿弥三丁目９３番、９４番、９６番１、９８番２

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

（省略）

３ 許可番号

令和元年１０月２８日

第 開‐Ｓ２０１９０５２ 号

４ 検査済証番号

令和２年８月５日

 第 完‐Ｓ２０１９０５２ 号
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さいたま市告示第１１９３号

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいたま

市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。

令和２年８月６日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 送達をする書類

  交付要求通知書

２ 送達を受ける者の住所・所在地及び氏名・名称

  （省略）

３ その他

 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。

 公示をした日から起算して７日を経過したとき、書類の送達があったものとみなす。

４ 連絡先

担当 さいたま市役所 財政局 北部市税事務所 納税課

電話 ０４８（６４６）３０４５ 
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さいたま市告示第１１９４号 

さいたま市の発注する「道路修繕工事（Ｒ２一般国道１２２号）その４」ほか４件の一般競争入札

について、次のとおり公告する。 

令和２年８月７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市

建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」

という。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比

較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」と

いう。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札

候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び監

理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事
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概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」の該当する状

況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の

うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以

下「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定

めている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価

格が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該

入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

(2) 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めてい

る場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者が

した入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなか

った低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌

日）の午後３時までに２(3)及び(4)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提

出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

(4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の

翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積

内訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)において提

出された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査にお

いて、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がし

た入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がし
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た入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 
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(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要

綱、最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま市競争入札参加資格業者

実態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）の定めるところによる。 



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

契約整理番号 ０２－４４６５－２３ 

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 道路修繕工事（Ｒ２一般国道１２２号）その４

工事場所 さいたま市緑区大字寺山地内外

履行期間 契約確定の日から令和３年１月２０日まで

概要 概算数量発注方式による発注 延長 225.2m 幅員 6.9～7.1m 舗装工 路面切削

（切削深さ t＝5cm）763 ㎡ 切削オーバーレイ（切削深さ t＝12cm）807 ㎡ 基

層（改質Ⅱ型粗粒度 As-20、t＝7cm）807 ㎡ 表層（改質Ⅱ型密粒度 As-20、t＝

5cm）1570 ㎡ 舗装打替え工（車道部・仮復旧）一式 区画線工一式 交通管理

工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２７日（木）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２８日（金）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月１日（火）午後３時１０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２７日（木）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号

さいたま市建設局南部建設事務所道路維持課

電話 ０４８－８４０－６２２４

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

契約整理番号 ０２－４３６８－１６

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 釣上地内排水路整備工事（北河Ｒ２）

工事場所 さいたま市岩槻区大字釣上地内

履行期間 契約確定の日から令和３年１月１５日まで

概要 延長 83.2m Ｕ型水路工 （Ｕ600×600）80.7m （Ｕ900×900）2.5m 付帯工

一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２７日（木）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２８日（金）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月１日（火）午後３時２０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２７日（木）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所河川整備課

電話 ０４８－６４６－３２３１

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

契約整理番号 ０２－１７４６－３

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 さいたま市多目的広場整備工事（大宮区天沼町）

工事場所 さいたま市大宮区天沼町１丁目地内

履行期間 契約確定の日から令和３年１月２２日まで

概要 撤去工一式 公園土工一式 浸透側溝Ａ20m 浸透側溝Ｂ5m 浸透桝 4 基 集水

桝 1 基 フェンス工Ａ24m フェンス工Ｂ59m 車止め工 2 基 サイン施設工 1 基 

ダスト舗装工 574 ㎡ 道路復旧工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２７日（木）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２８日（金）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月１日（火）午後４時１０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 造園工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の造園工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２７日（木）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市スポーツ文化局スポーツ部スポーツ振興課 

電話 ０４８－８２９－１７２９

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

契約整理番号 ０２－４３６８－１５

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 準用河川黒谷川改修工事（北河Ｒ２）

工事場所 さいたま市岩槻区大字尾ヶ崎新田地内

履行期間 契約確定の日から令和３年２月２６日まで

概要 掘削工 275   盛土工 1520   法面整形工 600 ㎡ 管渠工 145m 樹木伐採工一

式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２７日（木）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２８日（金）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月１日（火）午後４時２０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２７日（木）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所河川整備課

電話 ０４８－６４６－３２３１

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

契約整理番号 ０２－４３８７－３３

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 東岩槻第２排水区下水道工事（北建－Ｒ２－２０１３）

工事場所 さいたま市岩槻区東岩槻５丁目地内外

履行期間 契約確定の日から令和３年３月１９日まで

概要 延長 192.94m 管きょ工 開削 （□600×600 ㎜）102.39m （□700×700mm）

58.44m （□700×1200 ㎜）4.22m （□800×800 ㎜）27.89m 付帯工一式 

予定価格（税込） １２３，１０１，０００円

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２７日（木）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年９月１日（火）午前９時から

令和２年９月２日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月３日（木）午後１時４０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２６日（水）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月３１日（月）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案件

である。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課

電話 ０４８－６４６－３２６３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１１９５号 

さいたま市の発注する「浦和東部第一特定土地区画整理事業 雨水管渠布設工事（Ｒ２－１）」ほ

か１件の特別簡易型総合評価方式一般競争入札について、次のとおり公告する。 

令和２年８月７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 総合評価方式に関する事項 

 総合評価方式については次のとおりである。なお、落札者決定基準の詳細及び総合評価方式の実施

については、「さいたま市総合評価方式活用ガイドライン」（以下「総合評価方式ガイドライン」と

いう。）及び「総合評価方式に係る入札説明書」（以下「入札説明書」という。）による。 

 (1) 方式 

  特別簡易型 

 (2) 評価値の算出方法 

  除算方式 

３ 技術資料の提出及び審査 

(1) 自己採点申請書の技術評価点及び入札書に記載された金額を総合的に評価した評価値が最も

高い者（以下「第一順位者」という。）は工事ごとに定める入札説明書に基づき技術資料を作成

し、財政局契約管理部契約課（以下「契約課」という。）に提出すること。 

(2) (1)において、第一順位者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより第一順位者を

決定する。 

(3) 自己採点申請書及び技術資料の提出方法及び提出期間は、入札説明書に明記する。 

(4) 技術資料の審査及び技術評価点の算出は、入札説明書に基づき行い、第一順位者の順位に変

動が生じないときは、その者を落札候補者として通知する。 

(5) 工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」という。

）の制限の範囲を超えた価格をもって入札を行った者については、総合評価は行わない。また、

５に規定する低入札価格調査の結果、契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認め

られた者については、総合評価は行わない。 

４ 入札参加資格の確認 

 (1) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た
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る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を契約課に提出しなければなら

ない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」の該当する状

況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(2) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(1)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

５ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、４(1)及び(2)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、新た

な第一順位者から技術資料の提出を求め、審査及び技術評価点を算出し、順位に変動がなければ、

その者を新たに落札候補者とする。 

(2) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 
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(3) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、新たな第一順位者から技術資料の提出を求め、審査及び技術評価点

を算出し、順位に変動がなければ、その者を新たに落札候補者とする。 

６ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格（さいたま市建設工事低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以下

「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定め

ている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価格

が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該入

札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格取扱要綱に基づく低入札

価格調査を行う。 

(2) 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めてい

る場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者が

した入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなか

った低価格入札者）は、第一順位者決定の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）の午後３時までに３(1)に掲げる技術資料並びに４(1)及び(2)に掲げる資格確認書類

と併せて次に掲げる書類を契約課に提出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

(4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の

翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積
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内訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札者の決定は、第一順位者決定の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)にお

いて提出された書類に基づく低入札価格調査、技術資料の審査及び技術評価点の算出及び入札参

加資格の確認を経て行う。低入札価格調査において、当該契約の内容に適合した履行がされない

おそれがあると認められた場合は、その者がした入札を失格とし総合評価を行わない。また、入

札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とする。 

７ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布及び入札説明書の配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布及び入札説明書の配布（以下「設計図書等の閲覧等」と

いう。）の方法は工事ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

８ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

９ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金
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額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

１０ 入札の無効 

(1) さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第

１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

(2) 自己採点申請書及び技術資料の提出をしない者が行った入札は無効とする。 

１１ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 技術資料及び一般競争入札参加資格等確認資料に記載する配置予定技術者は同一の者とする。 

(8) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(9) 落札者は、技術資料及び一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該

工事に配置すること。 

(10) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要

綱、さいたま市建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、さいたま市建

設工事総合評価方式試行要綱（平成１８年さいたま市制定）、総合評価方式ガイドライン、さい

たま市総合評価方式実施マニュアル（入札参加者用）、さいたま市電子入札運用基準及びさいた

ま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）の定めるところによ

る。 
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契約整理番号 ０２－３２７１－６

入札方法 一般競争入札（電子・特別簡易型総合評価方式）

参加形態 単体企業

工事名 浦和東部第一特定土地区画整理事業 雨水管渠布設工事（Ｒ２－１）

工事場所 さいたま市緑区大字中野田地内

履行期間 契約確定の日から令和２年１２月１１日まで

概要 延長 264.4m 管渠工 開削工法 塩ビ管 （管径 250mm）35.7m （管径 300mm

）40.9m （管径 400mm）75.0m （管径 450mm）75.0m （管径 500mm）37.8m 

人孔工 組立１号人孔 7 箇所 仮設工一式  

予定価格（税込） 事後公表

調査基準価格 設定する（失格基準有）

参加申請受付期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２７日（木）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２８日（金）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月１日（火）午後１時３０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２２年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

入札説明書については、入札情報公開システムに掲載する「入札説明書／浦和東

部第一特定土地区画整理事業 雨水管渠布設工事（Ｒ２－１）.pdf」ファイルを

参照すること。

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２７日（木）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 無

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事」の対象案件であ

る。

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。

工事担当課 さいたま市緑区大字大門２５６４番地６ 

さいたま市都市局まちづくり推進部浦和東部まちづくり事務所 

電話 ０４８－８７８－５１４０

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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契約整理番号 ０２－３２６５－５

入札方法 一般競争入札（電子・特別簡易型総合評価方式）

参加形態 単体企業

工事名 指扇土地区画整理事業 区７－１号線道路築造外工事

工事場所 さいたま市西区大字指扇地内

履行期間 契約確定の日から令和３年２月１９日まで

概要 延長 450m 管渠布設工 ヒューム管 （φ500）50.2m （φ600）72.3m 組立

１号マンホール 2 組 組立 2 号マンホール 2 組 道路改良工 長尺Ｕ字側溝（

300×300）498m 集水桝（500×500）10 基 横断暗渠（300×240）8m 付帯工 

発生土処分（ＵＣＲ）2000  

予定価格（税込） 事後公表

調査基準価格 設定する（失格基準有）

参加申請受付期間 令和２年８月２７日（木）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年９月１日（火）午前９時から

令和２年９月２日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月３日（木）午後１時３０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

入札説明書については、入札情報公開システムに掲載する「入札説明書／指扇土

地区画整理事業 区７－１号線道路築造外工事.pdf」ファイルを参照すること。

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２６日（水）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月３１日（月）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 －

工事担当課 さいたま市北区日進町２丁目１８６４番地１０ 

さいたま市都市局まちづくり推進部日進・指扇周辺まちづくり事務所 

電話 ０４８－８７１－７８４８

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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さいたま市告示第１１９６号

さいたま市の発注する「スマイルロード整備工事（Ｒ２市道イワ１２０号線）」ほか３件の一般競

争入札について、次のとおり公告する。 

令和２年８月７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市

建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」

という。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比

較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」と

いう。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札

候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事
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概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」の該当する状

況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の

うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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(5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者を除く。

）がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして

取扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者とし

ない。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１
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０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱

要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平

成２４年さいたま市制定）の定めるところによる。 
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別表

 本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。なお、工事ごとに参加資格に定める「所在地

区分」が異なるため、確認のうえ入札に参加すること。 

対象工事 ア スマイルロード整備工事（Ｒ２市道イワ１２０号線） 

イ スマイルロード整備工事（Ｒ２市道１１８９４号線外） 

ウ スマイルロード整備工事（Ｒ２市道１１１２２号線外） 

エ スマイルロード整備工事（Ｒ２市道１２０１０号線外） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ、ウ及びエの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウ及びエの入札は無効とする。 

・対象工事ウの落札候補者が行った対象工事エの入札は無効とする。 
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契約整理番号 ０２－４３６５－５９

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ２市道イワ１２０号線）

工事場所 さいたま市岩槻区大字大谷地内

履行期間 契約確定の日から令和３年３月１２日まで

概要 延長 263.3m 幅員 6.0m～6.6m 道路土工一式 排水構造物工 長尺 U 字溝（300

型）501m 横断暗渠（300×300）12m 集水桝（□500）10 基 舗装工 下層路

盤（RC-40、t＝19cm）160 ㎡ 上層路盤(RM-40、t＝15cm）160 ㎡ 路面切削（平

均切削厚 t＝5cm）【夜間】1360 ㎡ 切削オーバーレイ（平均切削厚 t＝7cm、再

生粗粒度 As-20、t＝7cm）【夜間】1340 ㎡ 表層（再生密粒度 As-20、t＝5cm）

【夜間】1365 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２７日（木）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２８日（金）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月１日（火）午後１時４０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、南区又は緑区に、本店を有し

ていること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２７日（木）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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契約整理番号 ０２－４３６５－６０

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ２市道１１８９４号線外）

工事場所 さいたま市見沼区深作３丁目地内

履行期間 契約確定の日から令和３年３月１２日まで

概要 延長 557.7m 幅員 6.0m・4.0m 道路土工一式 排水構造物工 長尺Ｕ型側溝 

（300×300）602m （300×300）横断用 6m 横断側溝Ｚアングル付（300×300

）24m 長尺Ｕ型側溝用集水桝（深 700）25 箇所 角型集水桝（深 550）2 箇所 

舗装工 表層（透水性 As（樹脂・消石灰入り）、t＝5cm）2074 ㎡ 上層路盤（

C-30）194 ㎡ 下層路盤（RC-40）194 ㎡ 不陸整正（C-30、平均 t＝3cm）2070

㎡ 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２７日（木）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２８日（金）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月１日（火）午後１時５０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、中央区又は浦和区に、本店を

有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２７日（木）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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契約整理番号 ０２－４３６５－３７

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ２市道１１１２２号線外）

工事場所 さいたま市見沼区東大宮６丁目地内

履行期間 契約確定の日から令和３年３月１２日まで

概要 延長 295.8m 幅員 6.0～8.0m 道路土工一式 排水構造物工 長尺 U 形側溝 （

深 300）428m （深 300、横断仕様）83m 長尺 U 形側溝用集水桝（深 700）7 箇

所 切廻し側溝（600 逃げ）1 箇所 舗装工 下層路盤（RC-40）155 ㎡ 上層路

盤（C-30、RM-40）155 ㎡ 不陸整正（C-30、RM-40）1774 ㎡ 表層 （透水性

As（樹脂・消石灰入り）、t＝5cm）986 ㎡ （再生密粒度 As、t＝5cm）788 ㎡ 

付帯工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２７日（木）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２８日（金）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月１日（火）午後２時００分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、桜区又は緑区に、本店を有し

ていること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２７日（木）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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契約整理番号 ０２－４３６５－４４

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ２市道１２０１０号線外）

工事場所 さいたま市見沼区深作３丁目地内

履行期間 契約確定の日から令和３年３月１２日まで

概要 延長 290.8m 幅員 4.0～6.0m 道路土工一式 排水構造物工 長尺 U 形側溝（深

300）565m 長尺 U 形側溝用集水桝（深 700）12 箇所 舗装工 下層路盤 （RC-

40、t＝15cm）29 ㎡ （RC-40、t＝26cm）142 ㎡ 上層路盤（C-30、t＝10cm）29

㎡ （C-30、t＝14cm）142 ㎡ 不陸整正（C-30、平均 t＝3cm）1300 ㎡ 表層（

透水性 As（樹脂・消石灰入り）、t＝5cm）1296 ㎡ 付帯工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２７日（木）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２８日（金）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月１日（火）午後２時１０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、中央区又は南区に、本店を有

していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２７日（木）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア、イ又はウの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又

は中止する場合がある。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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さいたま市告示第１１９７号 

さいたま市の発注する「道路改良工事（市道Ｄ６７８号線外１路線）」ほか１件の一般競争入札に

ついて、次のとおり公告する。 

令和２年８月７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）を利用して行う入札のため、シ

ステムで利用可能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。（ただ

し、参加申請時において、電子証明書の取得手続き中の場合は紙による入札参加を認める。）  

なお、入札に参加しようとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参

加申請受付期間に、競争参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成
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績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市

建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」

という。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比

較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」と

いう。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札

候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び監

理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」の該当する状

況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4)  開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の
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うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 

４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以

下「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定

めている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価

格が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該

入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

(2) 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めてい

る場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者が

した入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなか

った低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌

日）の午後３時までに２(3)及び(4)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提

出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

(4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の

翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積

内訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)において提

出された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査にお

いて、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がし



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

た入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がし

た入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 
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(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要

綱、最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま市競争入札参加資格業者

実態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）の定めるところによる。 



令和２年８月７日

財政局契約管理部契約課

さいたま市発注の予定価格１千万円未満の建設工事の中から、施工実績を

緩和する一般競争入札を実施します。 

※ 以下の公告により実施いたします

内 容

１ 対象工事  

予定価格 1 千万円未満の土木工事及び舗装工事

２ 対象件数 

北部建設事務所１件

南部建設事務所１件

目 的

市内業者の育成を目的とし、受注意欲の高い建設

業者が入札に参加可能な一般競争入札を実施するこ

とにより、公平性・透明性・競争性の更なる向上を

図るため。

一般競争入札（参加拡大）の試行実施について
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契約整理番号 ０２－４４５６－２７

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 道路改良工事（市道Ｄ６７８号線外１路線）

工事場所 さいたま市南区鹿手袋２丁目地内外

履行期間 契約確定の日から令和２年１２月１１日まで

概要 概算数量発注方式による発注 道路土工一式 舗装工 路盤工 190 ㎡ 表層工

190 ㎡ 排水構造物工 Ｌ型側溝 5m Ｌ型集水桝 1 箇所 縁石工 地先境界ブロ

ック 81m 道路付属物施設工一式 道路構造物撤去工一式 

予定価格（税込） ６，４９０，０００円

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２７日（木）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２８日（金）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月１日（火）午後３時００分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２７日（木）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 －

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号

さいたま市建設局南部建設事務所道路安全対策課

電話 ０４８－８４０－６２０６

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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契約整理番号 ０２－４３６５－６１

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ２市道４０７７３号線）

工事場所 さいたま市西区大字指扇地内

履行期間 契約確定の日から令和２年１２月２８日まで

概要 延長 200m 幅員 3.8～5.0m 撤去工 舗装版破砕 944 ㎡ 舗装工 不陸整正（

RM-40、平均 t＝4cm）944 ㎡ 表層（再生密粒度 As、t＝5cm）944 ㎡ 付帯工一

式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２７日（木）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２８日（金）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月１日（火）午後４時００分

参
加
資
格

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｃ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２７日（木）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 －

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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さいたま市告示第１１９８号 

さいたま市の発注する「スマイルロード整備工事（Ｒ２市道１２７１３号線外）」ほか２件の一般

競争入札について、次のとおり公告する。 

令和２年８月７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）を利用して行う入札のため、シ

ステムで利用可能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。（ただ

し、参加申請時において、電子証明書の取得手続き中の場合は紙による入札参加を認める。）  

なお、入札に参加しようとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参

加申請受付期間に、競争参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成
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績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市

建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」

という。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比

較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」と

いう。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札

候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」の該当する状

況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の
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うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 

(5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者を除く。

）がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして

取扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者とし

ない。 

４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以

下「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定

めている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価

格が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該

入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

(2) 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めてい

る場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者が

した入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなか

った低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌

日）の午後３時までに２(3)及び(4)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提

出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

 (4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の
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翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積

内訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)において提

出された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査にお

いて、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がし

た入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がし

た入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 
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(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要

綱、最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま市競争入札参加資格業者

実態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）の定めるところによる。 



 令和２年８月７日

財政局契約管理部契約課

さいたま市発注の予定価格１千万円未満の建設工事の中から、施工実績を

緩和する一般競争入札を実施します。 

※ 以下の公告により実施いたします

内 容

１ 対象工事  

予定価格 1 千万円未満の土木工事及び舗装工事

２ 対象件数 

北部建設事務所３件

目 的

市内業者の育成を目的とし、受注意欲の高い建設

業者が入札に参加可能な一般競争入札を実施するこ

とにより、公平性・透明性・競争性の更なる向上を

図るため。

一般競争入札（参加拡大）の試行実施について
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別表

対象工事 ア スマイルロード整備工事（Ｒ２市道１２７１３号線外） 

イ 暮らしの道路整備工事（市道２０５３９号線） 

ウ 暮らしの道路整備工事（市道３３３１号線） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 
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契約整理番号 ０２－４３６５－６２

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ２市道１２７１３号線外）

工事場所 さいたま市北区宮原町２丁目地内

履行期間 契約確定の日から令和２年１２月２８日まで

概要 延長 93.6m 幅員 4.0m～6.0m 道路土工一式 排水構造物工 長尺 U 形側溝工（

300 型）104m 切回し側溝 2 箇所 舗装工 下層路盤（RC-40、t＝15cm）34 ㎡ 

上層路盤（C-30、t＝10cm）34 ㎡ 表層（透水性 As（樹脂・消石灰入り）、t＝

5cm）341 ㎡ 付帯工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２７日（木）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２８日（金）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月１日（火）午後３時３０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２７日（木）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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契約整理番号 ０２－４３５６－７４

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 暮らしの道路整備工事（市道２０５３９号線）

工事場所 さいたま市見沼区大字南中丸地内

履行期間 契約確定の日から令和３年１月２９日まで

概要 延長 64m 幅員 4.0m 舗装工 下層路盤 177 ㎡ 上層路盤 177 ㎡ 表層 188 ㎡ 

排水構造物工 長尺 U 型側溝 125m 横断暗渠 5m 集水桝工 4 基 付帯工一式 

予定価格（税込） ８，２９４，０００円

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２７日（木）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２８日（金）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月１日（火）午後３時４０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２７日（木）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０６

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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契約整理番号 ０２－４３５６－７５

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 暮らしの道路整備工事（市道３３３１号線）

工事場所 さいたま市岩槻区大字柏崎地内

履行期間 契約確定の日から令和３年１月２９日まで

概要 延長 66m 幅員 4.00m 舗装工 下層路盤 241 ㎡ 上層路盤 241 ㎡ 表層 241 ㎡ 

排水構造物 長尺 U 型側溝 64m 横断暗渠 2m 集水桝 1 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） ６，６６６，０００円

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２７日（木）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２８日（金）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月１日（火）午後３時５０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２７日（木）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０６

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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さいたま市告示第１１９９号 

さいたま市の発注する「道路修繕工事（Ｒ２一般国道１２２号）その３」ほか２件の一般競争入札

について、次のとおり公告する。 

令和２年８月７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）を利用して行う入札のため、シ

ステムで利用可能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。（ただ

し、参加申請時において、電子証明書の取得手続き中の場合は紙による入札参加を認める。）  

なお、入札に参加しようとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参

加申請受付期間に、競争参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任で配置する技術者は、参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であるこ

と。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成
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績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市

建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」

という。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比

較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」と

いう。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札

候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任で配置する技術者にあっては、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技

術者資格証の写しをもって確認できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」の該当する状

況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の
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うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 

(5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者を除く。

）がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして

取扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者とし

ない。 

４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以

下「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定

めている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価

格が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該

入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

(2) 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めてい

る場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者が

した入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなか

った低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌

日）の午後３時までに２(3)及び(4)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提

出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

 (4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の
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翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積

内訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)において提

出された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査にお

いて、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がし

た入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がし

た入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 
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(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要

綱、最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準及びさいたま市競争入札参加資格業者

実態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）の定めるところによる。 



 令和２年８月７日

財政局契約管理部契約課

さいたま市発注の予定価格１千万円未満の建設工事の中から、施工実績を

緩和する一般競争入札を実施します。 

※ 以下の公告により実施いたします

内 容

１ 対象工事  

予定価格 1 千万円未満の土木工事及び舗装工事

２ 対象件数 

南部建設事務所３件

目 的

市内業者の育成を目的とし、受注意欲の高い建設

業者が入札に参加可能な一般競争入札を実施するこ

とにより、公平性・透明性・競争性の更なる向上を

図るため。

一般競争入札（参加拡大）の試行実施について
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別表

対象工事 ア 道路修繕工事（Ｒ２一般国道１２２号）その３ 

イ 道路修繕工事（Ｒ２市道Ｐ５５８号線） 

ウ 田島大牧線太田窪工区舗装工事（Ｒ２－２） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 
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契約整理番号 ０２－４４６５－１７

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 道路修繕工事（Ｒ２一般国道１２２号）その３

工事場所 さいたま市緑区大字寺山地内

履行期間 契約確定の日から令和３年１月１４日まで

概要 概算数量発注方式による発注 延長 180.0m 幅員 7.1～7.2m 舗装工 路面切削

（切削深さ t＝5cm）1270 ㎡ 表層（改質Ⅱ型密粒度 As-20、t＝5cm）1270 ㎡ 

区画線工一式 交通管理工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２７日（木）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２８日（金）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月１日（火）午後２時３０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｃ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２７日（木）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号

さいたま市建設局南部建設事務所道路維持課

電話 ０４８－８４０－６２２３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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契約整理番号 ０２－４４６５－２０

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 道路修繕工事（Ｒ２市道Ｐ５５８号線）

工事場所 さいたま市緑区美園５丁目地内

履行期間 契約確定の日から令和３年１月２９日まで

概要 延長 75.0m 幅員 6.0m 道路土工一式 下層路盤（RC-40、t＝15cm）386 ㎡ 上

層路盤（RM-40、t＝15cm）398 ㎡ 基層 （再生粗粒度 As-20、t＝5cm）410 ㎡ 

（再生粗粒度 As-20、t＝5cm）（歩道）28 ㎡ 表層 （再生密粒度 As-20、t＝

5cm）450 ㎡ （再生密粒度 As-20、t＝5cm）（歩道）28 ㎡ 構造物工一式 区

画線工一式 付帯工一式 交通管理工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２７日（木）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２８日（金）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月１日（火）午後２時４０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｃ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２７日（木）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事ア

の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する場

合がある。

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号

さいたま市建設局南部建設事務所道路維持課

電話 ０４８－８４０－６２２３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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契約整理番号 ０２－４４５９－１２

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 田島大牧線太田窪工区舗装工事（Ｒ２－２）

工事場所 さいたま市南区太田窪２丁目地内

履行期間 契約確定の日から令和２年１２月１１日まで

概要 道路土工一式 舗装工 617 ㎡ 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２７日（木）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２８日（金）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月１日（火）午後２時５０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｃ級 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２７日（木）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事ア

又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止

する場合がある。

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号

さいたま市建設局南部建設事務所道路建設課

電話 ０４８－８４０－６２１２

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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さいたま市告示第１２００号

さいたま市の発注する「下水道事業実施設計業務（北建－Ｒ２－１１０）」の一般競争入札につい

て、次のとおり公告する。 

令和２年８月７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が業務ごとに別に定

める参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に建設コンサルタント登録規程（昭和５２年４月１５日建設

省告示第７１７号。以下「登録規程」という。）の登録部門を定めている場合は、本公告日に

おいて、当該登録部門について登録規程に基づく登録があること。 

ウ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする業務ごとに参加申請が必要なため、業務ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

エ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

オ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

カ 管理技術者及び照査技術者（照査技術者にあっては、設計図書等に定めのある場合に限る。

）を当該業務に配置できること。なお、配置する技術者は、直接的かつ恒常的な雇用関係にあ

る者とし、管理技術者と照査技術者の兼任はできないものとする。 

キ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一業務に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

ク アからキまでに掲げるもののほか、本公告日において、業務ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一業務における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一業務に単体企業として参加していないこと。 
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エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、業務ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市

建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」

という。）第５条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比

較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」と

いう。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札

候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に登録部門を定めている場合は、当該登録部門について登録

規程に基づき登録されていることを証する書類の写し 

ウ 業務に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し 

エ 業務ごとに別に定める参加資格に業務実績を求めている場合は、業務実績として規定する業

務の契約書の写し及び業務概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「測量調査設計業務実績情報システム（ＴＥＣＲＩＳ）」の業務カルテ（業務

概要の記載されているもの）の写し 

オ アからエまでに掲げるもののほか、業務ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札
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書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者を新たに落札候補者とする。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は業務

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を業務担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を業務担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は業務ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無については業務ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の３以内とする。この場合において１

万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、業務ごとに別に定める。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 
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８ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該業務に配置す

ること。 

(8) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱

要綱及びさいたま市電子入札運用基準の定めるところによる。 
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契約整理番号 ０２－４３８７－３１

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

業務名 下水道事業実施設計業務（北建－Ｒ２－１１０）

業務場所 さいたま市見沼区大和田町１丁目地内

履行期間 契約確定の日から令和３年３月１９日まで

概要 実施設計延長 440m 開削工法 （内径φ1200 ㎜未満）290m （内径φ1200 ㎜以

上）90m 中大口径推進工法 60m 

予定価格（税込） １８，８３２，０００円

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和２年８月２５日（火）午前９時から

令和２年８月２７日（木）午後５時まで

入札書提出期間 令和２年８月２８日（金）午前９時から

令和２年８月３１日（月）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和２年９月１日（火）午後２時２０分

参
加
資
格

名簿登載業務 建設コンサルタント／下水管渠 

本公告日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（

以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業務で登載された者であること。

所在地区分 さいたま市内に、本店、支店又は営業所を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記の要件を

満たすこと。 

登録部門 本公告日において、建設コンサルタント登録規程に基づく「下水道部門」の登録

があること。 

業務実績等 本公告日において、技術士法（昭和５８年法律第２５号）に基づく技術士のう

ち、「総合技術監理部門（上下水道／下水道）」又は「上下水道部門（下水道）

」の登録を受けている者が２人以上いること。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

業務実績等に規定する、技術士の登録を証明する書類の写し及び雇用関係を証す

る書類の写し

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和２年８月７日（金）から

質問受付期間 令和２年８月 ７日（金）午前９時から

令和２年８月２４日（月）午後５時まで

質問回答期日 令和２年８月２７日（木）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

免除 前金払 有

その他 設計図書等により、配置予定の技術者の資格を定めている場合については、当該

資格を有していることを確認できる書類の写しを資格審査書類提出時に併せて提

出すること。 

業務担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課

電話 ０４８－６４６－３２６３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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さいたま市告示第１２０１号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和２年８月７日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市西区大字指扇領 字南１２３番１

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

 さいたま市北区櫛引町２丁目９２番地

 大宮リサイクル事業協同組合 代表理事 関根 正博

３ 許可番号

 令和元年１２月２７日

第開－Ｎ２０１９１２３号

４ 検査済証番号

 令 和 ２ 年 ８ 月 ６ 日

第完－Ｎ２０１９１２３号
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さいたま市告示第１２０２号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和２年８月７日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市西区大字島根字石橋９７５番２

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

（省略）

３ 許可番号

 令和２年 ７月１４日

第変-Ｎ２０１９１１７号

４ 検査済証番号

 令和２年 ８月 ６日

第完-Ｎ２０１９１１７号
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さいたま市告示第１２０３号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和２年８月７日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市見沼区大字東宮下字子ノ神８番１

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

 （省略）

３ 許可番号

 令和元年１０月 ７日

 第変‐Ｎ２１０３０４号

４ 検査済証番号

令和２年 ８月 ６日

第完‐Ｎ２１０３０４号
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さいたま市告示第１２０４号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和２年８月７日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市北区日進町二丁目１１６９番６、１１６９番８、１１６９番９、１１６９番１０、

１１６９番１１、１１６９番１２、１１６９番１３、１１６９番１４、１１６９番１５、

１１６９番１６、１１６９番１７、１１６９番１８、１１６９番１９、１１６９番２０

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

 さいたま市大宮区大成町二丁目２７４番地

株式会社 ヤマギシライフコーポレーション 代表取締役 山岸 俊和

３ 許可番号

 令 和 ２ 年 ７ 月 ２ ０ 日

第変‐Ｎ２０１９１５８号

４ 検査済証番号

令和２年 ８月 ６日

第完‐Ｎ２０１９１５８号
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さいたま市告示第１２０５号

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条に規定する公示送達を次のとおり指定したので、同法第２０条の２及び同

条例第７条により告示する。 

令和２年８月７日 

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 送達する書類   

  令和２年度 平成３１年度 市民税・県民税納税通知書 

２ 指定した送達を受けるべき者 

  別紙のとおり(別紙省略) 

３ その他 

  さいたま市長が送達すべき書類を保管し、いつでも送達を受けるべき者に交付する。 

  なお、地方税法第２０条の２第３項の規定により、掲示を始めた日から起算して 7 日を経過した

ときは、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 

 担当 さいたま市財政局北部市税事務所個人課税課 

 電話 ０４８（６４６）３１０４ 



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２０６号

農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、農用地利用集

積計画を定めたので、同法第１９条の規定により別紙のとおり（別紙省略）公告します。

令和２年８月７日

さいたま市長 清 水 勇 人



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２０７号

さいたま市インターネット広告支援業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治

法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき告示

する。

令和２年８月７日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

 件名

さいたま市インターネット広告支援業務

 履行場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４外

 業務概要

仕様書のとおり

 履行期間

契約締結の日から令和３年３月２６日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 本入札の告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託

）（以下「名簿」という。）に業務「製作等」の受注希望業務「コンピュータ関連」で登載されて

いる者であること。 

 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

平成３０年度以降に、国又は地方公共団体において、種類及び規模をほぼ同じくするインター

ネット広告業務の契約実績を２件以上有し、かつこれらを全て誠実に履行した者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

交付場所

ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市 市長公室 シティセールス推進課 

担当 石田  電話 ０４８（８２９）１０３４ 

イ さいたま市ホームページからダウンロード

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p074557.html 



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

 交付期間 

告示の日から令和２年８月２１日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時か

ら正午まで及び午後１時から午後４時まで）

 交付費用

無償

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

 提出書類

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

受付期間

告示の日から令和２年８月２１日（金）まで（休日を除く午前９時から正午まで及び午後１時

から午後４時まで）

受付場所

３ アに同じ

 提出方法

持参（郵送では受け付けない。）

５ 一般競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、一般競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

交付場所

３ アに同じ

交付日時

令和２年８月２５日（火）午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時まで

 その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等

入札方法

落札の相手方の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相

当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた

金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者である

か免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に

記載すること。



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

入札の日時及び場所

ア 日時

令和２年９月７日（月）午前１１時００分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所地下第１会議室

入札保証金

免除とする。

開札の日時及び場所

ア 日時

令和２年９月７日（月）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６ イに同じ

落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市 市長公室 秘書課

電話 ０４８（８２９）１０１４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８

業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市 市長公室 シティセールス推進課

電話 ０４８（８２９）１０３４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８

７ 契約手続等

契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

契約書作成の要否

要

議決の要否

否

８ その他

この業務委託契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

契約条項等は、さいたま市ホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 
詳細は、入札説明書による。



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２０８号

下記の書類を、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平

成１３年さいたま市条例第６７号）第７条の規定により、公示送達する。

なお、当該書類は、南部市税事務所個人課税課に保管し、いつでも送達を受けるべき者に交付す

る。

令和２年８月７日

さいたま市長 清 水 勇 人

記

１ 送達をする書類

  平成３１年度、令和２年度市民税・県民税納税通知書

２ 送達を受ける者の住所及び氏名

  別紙のとおり（別紙省略）

３ その他

  地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示をした日から起算して７日を経過したときは、

書類の送達があったものとみなす。

４ 連絡先

（１） 担当 南部市税事務所 個人課税課 普通徴収第１係

（２） 電話 ０４８（８２９）１３８６



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２０９号

下記の書類を、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平

成１３年さいたま市条例第６７号）第７条の規定により、公示送達する。

なお、当該書類は、南部市税事務所個人課税課に保管し、いつでも送達を受けるべき者に交付す

る。

令和２年８月７日

さいたま市長 清 水 勇 人

記

１ 送達をする書類

  令和元年度 市民税・県民税納税通知書

  令和２年度 市民税・県民税納税通知書

２ 送達を受ける者の住所及び氏名

  別紙のとおり（別紙省略）

３ その他

  地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示をした日から起算して７日を経過したときは、

書類の送達があったものとみなす。

４ 連絡先

（１） 担当 南部市税事務所 個人課税課 普通徴収第２係

（２） 電話 ０４８（８２９）１３８７



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２１０号

下記の書類を、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平

成１３年さいたま市条例第６７号）第７条の規定により、公示送達する。

なお、当該書類は、さいたま市南部市税事務所個人課税課に保管し、いつでも送達を受けるべき者

に交付する。

令和２年８月７日

さいたま市長 清 水 勇 人

記

１ 送達をする書類

  令和 ２年度市民税・県民税納税通知書

  平成３１年度市民税・県民税納税通知書

２ 送達を受ける者の住所及び氏名

  別紙のとおり（別紙省略）

３ その他

  地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示をした日から起算して７日を経過したときは、

書類の送達があったものとみなす。

４ 連絡先

（１） 担当 さいたま市南部市税事務所個人課税課普通徴収第３係

（２） 電話 ０４８（８２９）１３８９



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２１１号

下記の書類を、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平

成１３年さいたま市条例第６７号）第７条の規定により、公示送達する。

なお、当該書類は、南部市税事務所個人課税課に保管し、いつでも送達を受けるべき者に交付す

る。

令和２年８月７日

さいたま市長 清 水 勇 人

記

１ 送達をする書類

  平成３１年度、令和２年度軽自動車税納税通知書

２ 送達を受ける者の住所及び氏名

  別紙のとおり（別紙省略）

３ その他

  地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示をした日から起算して７日を経過したときは、

書類の送達があったものとみなす。

４ 連絡先

（１） 担当 さいたま市南部市税事務所個人課税課普通徴収第１係

（２） 電話 ０４８（８２９）１３８６



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２１２号

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条に規定する公示送達を次のとおり指定したので、同法第２０条の２及び同

条例第７条により告示する。

令和２年８月７日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 送達をする書類

  令和２年度軽自動車税（種別割）納税通知書

２ 指定した送達を受けるべき者

  別紙のとおり（別紙省略）

３ その他

  さいたま市長が送達すべき書類を保管し、いつでも送達を受けるべき者に交付する。

なお、地方税法第２０条の２第３項の規定により、掲示を始めた日から起算して７日を経過した

ときは、書類の送達があったものとみなす。

４ 連絡先

担当 さいたま市財政局北部市税事務所個人課税課

電話 ０４８（６４６）３１０２



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２１３号

「農業振興地域の整備に関する法律」（昭和 44年法律第 58号）第 13条第１項の規定に基づき、
農業振興地域整備計画の変更を行ったので、同法第 13条第４項で準用する同法第 12条第１項の規
定に基づき公告するとともに、同条第２項の規定により当該計画書を次のとおり縦覧に供する。

令和２年８月７日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 農用地利用計画の縦覧場所

さいたま市 経済局 農業政策部 農業環境整備課

２ 農用地利用計画の縦覧期間

  令和２年８月７日以降常時備え置いてあります。

３ 連絡先

担当 さいたま市経済局農業政策部農業環境整備課

電話 048（829）1377 



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２１４号

無効となるさいたま市国民健康保険被保険者証等について、別紙のとおり（別紙省略）告示する。

令和２年８月７日

さいたま市長 清 水 勇 人



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２１５号

さいたま市自転車等放置防止条例（平成１３年さいたま市条例第２０５号）第１０条第１項により

自転車を撤去し、同条第４項の規定により保管したので、第１２条第１項の規定により、次のとおり

告示する。

令和２年８月７日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 保管理由

 さいたま市自転車等放置防止条例

２ 保管開始年月日

 令和２年 ８月 ２日

３ 保管場所及び放置箇所

 新開自転車保管所

  南浦和駅、東浦和駅、西浦和駅、武蔵浦和駅及び北戸田駅周辺の自転車等放置禁止区域

 吉野原自転車保管所

  大宮駅、土呂駅、東大宮駅、北大宮駅、大宮公園駅、大和田駅、七里駅、日進駅、西大宮駅、

指扇駅、宮原駅、鉄道博物館駅、加茂宮駅、東宮原駅、今羽駅、吉野原駅及びさいたま新都心

駅（東口）周辺の自転車等放置禁止区域及び原動機付自転車

 大戸自転車保管所

  浦和駅、北浦和駅、中浦和駅、与野駅、北与野駅、与野本町駅、南与野駅及びさいたま新都

 心駅（西口）周辺の自転車等放置禁止区域

 岩槻自転車保管所

  岩槻駅、東岩槻駅及び浦和美園駅周辺の自転車等放置禁止区域

４ 保管自転車

   別紙のとおり

５ 保管台数

計 １１１台

６ 連絡先

 担当 さいたま市都市局都市計画部自転車まちづくり推進課車両対策事務所

 電話 ０４８（６５２）８８１２



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

新開自転車保管所

2020/07/27 東浦和駅 不明 T15AG509            

2020/07/27 武蔵浦和駅 不明 A14AE23815          

2020/07/28 東浦和駅 埼玉県警19-190204936 XC180503617         

2020/07/28 東浦和駅 巣鴨C-37557 A13AI 19412          

2020/07/28 南浦和駅東口 府中G-24298 LHI 27811            

2020/07/28 南浦和駅西口 愛知県警19-ﾅ-19143 S7L250449           

2020/07/28 南浦和駅西口 埼玉県警15-5589508 C74A5727            

2020/07/28 武蔵浦和駅 新潟県警47-053896 B5G43964            

2020/07/28 武蔵浦和駅 川崎0503534 H7J17016            

2020/07/28 西浦和駅 埼玉県警17-7236470 A17AB36242          

2020/07/29 武蔵浦和駅 埼玉県警18-8011090 T168G255            

2020/07/29 武蔵浦和駅 不明 P191001720          

2020/07/29 西浦和駅 埼玉県警19-192470978 STF320016           

2020/07/30 東浦和駅 埼玉県警18-8519946 T3BBG040            

2020/07/31 南浦和駅東口 埼玉県警13-3497176 B3C82801            

2020/07/31 南浦和駅東口 埼玉県警18-8110804 A17AL77881          

2020/07/31 武蔵浦和駅 埼玉県警12-2565917 STLH110586          

2020/07/31 武蔵浦和駅 練馬G-48228 A15AB86717          

2020/07/31 西浦和駅 埼玉県警13-3143943 TC2JE995            
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撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

吉野原自転車保管所

2020/07/27 大宮駅東口 埼玉県警20-201030625 V191119416          

2020/07/27 大宮駅東口 不明 T83AG208            

2020/07/27 大宮駅西口 不明 S94?420009          

2020/07/27 大宮駅西口 埼玉県警19-190041760 STA302038           

2020/07/27 大宮駅西口 愛知県警17-ｱ-33390 A17AD46406          

2020/07/27 宮原駅東口 埼玉県警14-4547774 ND4H02585           

2020/07/27 宮原駅西口 不明 2H077144            

2020/07/27 宮原駅西口 不明 F6A10307            

2020/07/27 指扇駅 埼玉県警18-8120994 S1805739            

2020/07/27 新都心駅東口 葛西K-00683 不明 

2020/07/28 宮原駅西口 埼玉県警12-2492748 SD09120564          

2020/07/28 指扇駅 埼玉県警14-4298529 SD14032142          

2020/07/29 大宮駅東口 埼玉県警19-193251269 G189G62372          

2020/07/29 大宮駅東口 埼玉県警11-1110609 B0E11649            

2020/07/29 大宮駅西口 埼玉県警18-8226449 S7B136437           

2020/07/29 大宮駅西口 埼玉県警19-191426347 STRJZ01250          

2020/07/29 指扇駅 埼玉県警14-401124? A13AJ72987          

2020/07/29 七里駅 栃木県警15-52561 SOD90448            

2020/07/30 大宮駅東口 不明 ZP16J17505          

2020/07/30 大宮駅東口 埼玉県警20-201051819 S0WA04869           

2020/07/30 大宮駅東口 埼玉県警19-191254589 S7E18638            

2020/07/30 大宮駅東口 埼玉県警18-8382062 V180810028          

2020/07/30 大宮駅西口 埼玉県警16-6196817 00183123            

2020/07/30 大宮駅西口 埼玉県警17-7417524 A16AL15078          

2020/07/30 大宮駅西口 埼玉県警20-202456847 SUC042600           

2020/07/30 宮原駅東口 山形県警854359 P12P10982           
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撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

吉野原自転車保管所

2020/07/30 宮原駅東口 埼玉県警15-5430026 SPC123120           

2020/07/30 大和田駅 埼玉県警13-3543892 ZP13J28007          

2020/07/30 新都心駅東口 埼玉県警10-0***527 B0X25067            

2020/07/30 新都心駅東口 埼玉県警16-6015729 SPH003266           

2020/07/30 新都心駅東口 不明 V200402866          

2020/07/31 大宮駅西口 埼玉県警19-192433223 V190311209          

2020/07/31 大宮駅西口 埼玉県警17-7414414 H6J18865            

2020/07/31 宮原駅東口 埼玉県警18-8102535 D7051900559         

2020/08/02 大宮駅東口 埼玉県警20-202250424 A19AK21537          

2020/08/02 大宮駅東口 埼玉県警09-9475824 SJB53872            

2020/08/02 大宮駅東口 埼玉県警19-191932862 ZY9L026033          

2020/08/02 大宮駅東口 埼玉県警18-8382052 V180811018          

2020/08/02 大宮駅東口 埼玉県警10-0500567 FJA0F37045          

2020/08/02 大宮駅東口 埼玉県警20-201498597 GZ9L02221           

2020/08/02 大宮駅東口 埼玉県警16-6403987 A16AG19098          

2020/08/02 大宮駅東口 埼玉県警17-7228792 ASD17B81000         

2020/08/02 大宮駅西口 埼玉県警13-3351262 SND103274           

2020/08/02 大宮駅西口 埼玉県警14-4517726 H6E27336            

2020/08/02 大宮駅西口 福岡県警11-か22990 A17AD40559          

2020/08/02 大宮駅西口 埼玉県警17-7262328 K17BK10534          

2020/08/02 大宮駅西口 埼玉県警17-7003403 S6L032116           

2020/08/02 大宮駅西口 埼玉県警19-194501269 B3X46594            

2020/08/02 大宮駅西口 埼玉県警18-8240532 SSA347713           

2020/08/02 宮原駅東口 埼玉県警17-7159266 JH6L02161           

2020/08/02 東大宮駅東口 埼玉県警19-193276563 FC8K00028           

2020/08/02 東大宮駅東口 埼玉県警19-194044828 A19AC53287          
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撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

吉野原自転車保管所

2020/08/02 東大宮駅東口 埼玉県警13-3177482 T52LF871            

2020/08/02 東大宮駅東口 埼玉県警19-191919742 K68011099           

2020/08/02 東大宮駅東口 埼玉県警18-8478568 FC8H00288           

2020/08/02 新都心駅東口 不明 不明 

2020/08/02 新都心駅東口 不明 3VC0469             
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撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

大戸自転車保管所

2020/07/27 浦和駅東口 埼玉県警16-6286389 F50325472           

2020/07/27 浦和駅東口 埼玉県警20-202056709 AS3D49155           

2020/07/27 浦和駅東口 埼玉県警17-7548125 V170806626          

2020/07/27 浦和駅西口 埼玉県警19-194867999 SNTH04482           

2020/07/27 北浦和駅東口 埼玉県警17-7327982 F170591096          

2020/07/27 北浦和駅西口 埼玉県警12-2126625 SLE113827           

2020/07/27 北浦和駅西口 埼玉県警12-2435192 B2F79159            

2020/07/27 北浦和駅西口 埼玉県警14-4067989 A14AA92696          

2020/07/27 中浦和駅 埼玉県警19-192432570 V190113153          

2020/07/27 新都心駅西口 埼玉県警20-202661530 A19AC40753          

2020/07/27 与野本町駅 埼玉県警14-4536162 SOG038151           

2020/07/28 浦和駅東口 埼玉県警19-190997804 BC1823294           

2020/07/28 浦和駅西口 埼玉県警15-5395126 FD1405045           

2020/07/28 北浦和駅東口 埼玉県警16-6378318 V160309100          

2020/07/28 北浦和駅西口 埼玉県警17-7193425 S6J033325           

2020/07/28 与野駅東口 埼玉県警16-6173335 F60129759           

2020/07/28 北与野駅 不明 S6K143980           

2020/07/29 浦和駅西口 埼玉県警18-8287870 G184G52431          

2020/07/29 与野本町駅 不明 SPC111996           

2020/07/30 浦和駅西口 不明 CBCF6093            

2020/07/30 中浦和駅 埼玉県警19-193026656 A19AF00139          

2020/07/30 与野本町駅 埼玉県警17-7414731 F61606076           

2020/07/31 浦和駅東口 埼玉県警06-6144473 LFB37682            

2020/07/31 北浦和駅東口 埼玉県警20-201126304 T9CAG651            

2020/07/31 北浦和駅西口 埼玉県警13-3379971 A13AJ04715          

2020/07/31 北浦和駅西口 埼玉県警14-4453168 SOF001408           
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撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

大戸自転車保管所

2020/07/31 与野本町駅 福島県警郡-175358 JJ20002269          
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撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

岩槻自転車保管所

2020/07/27 岩槻駅 埼玉県警20-200544790 V190112681          

2020/07/28 岩槻駅 埼玉県警16-6299024 SQC047033           

2020/07/28 岩槻駅 不明 A18AC09606          

2020/07/29 岩槻駅 埼玉県警20-202760597 SUC073400           

2020/07/31 岩槻駅 群馬県警30797654 EB190500059         

2020/07/31 岩槻駅 不明 JK10I 00156          

2020/07/31 岩槻駅 埼玉県警12-2449627 FJA1K55377          

合計： 110台
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No 撤去年月日 撤去場所 車両番号 車種 色 保管場所 車体番号

1 7月29日 西浦和駅
伊奈町
り　８７１

ホンダ
トゥデイ

黒 吉野原保管所 ＡＦ６１－１１３５３８０

保管告示台帳（原動機付自転車）



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２１６号

下記の書類を介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１４３条において準用する地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により公示送達する。 

なお、当該書類については、さいたま市長が保管し、送達を受けるべき者については、管轄の各区

役所高齢介護課にていつでも交付する。 

令和２年８月１１日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 送達を受けるべき者及び送達する書類

 別紙のとおり（別紙省略）



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２１７号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。
令和２年８月１１日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 申請者

 住所 越谷市南越谷一丁目２１番地２

 氏名 株式会社中央住宅 代表取締役 品川 典久

２ 位置指定道路の概要

 道路の位置 さいたま市岩槻区城町一丁目９８０番５

 指定の年月日 令和２年８月７日

 指定の番号 第北２０－０１８号

 道路の幅員 ４．００ｍ

 道路の延長 ２０．２３ｍ



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２１８号

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいたま

市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。

令和２年８月１１日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 送達をする書類

担保権設定等財産の差押通知書

２ 送達を受ける者の住所・所在地及び氏名・名称

  （省略）

３ その他

 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。

 公示をした日から起算して７日を経過したとき、書類の送達があったものとみなす。

４ 連絡先

担当 さいたま市役所 財政局 北部市税事務所 納税課

電話 ０４８（６４６）３０４３ 



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２１９号

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第５８条の６第１項の規定による同法第３０条

の１１第１項の確認の辞退があったので、同法第５８条の１１の規定により告示する。

令和２年８月１１日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 特定子ども・子育て支援提供者の名称

  ツギノテ合同会社

２ 特定子ども・子育て支援を提供する施設又は事業所の名称及び所在地

（１） 名称

キッズルームフェリース

（２） 所在地

    さいたま市浦和区仲町２－１－３ ＷＩＴＨビル１０２ 

３ 確認の辞退の年月日

令和２年７月３１日

４ 子ども・子育て支援施設等の種類

  認可外保育施設

５ 子ども・子育て支援法施行規則（平成２４年内閣府令第４４号）第２８条の１８第３項を満たし

ているか否かの別

 ※法第 7 条第 10 項第 5 号に掲げる事業（認定こども園、幼稚園又は特別支援学校の預かり保育）

の場合に限る。



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２２０号 

さいたま市六日町山の家廃棄物収集運搬処分業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基

づき公告する。

令和２年８月１２日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

 件名

さいたま市六日町山の家廃棄物収集運搬処分業務

 履行場所

新潟県南魚沼市坂戸８３１－２

 業務概要

仕様書のとおり

 履行期間

契約締結の日から令和３年１月２９日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

 本入札の告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託

）（以下「名簿」という。）に業務「廃棄物処理」の受注希望業務「産業廃棄物収集運搬」及び

「産業廃棄物処分」で登載されている者であること。

 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

 平成２７年度以降に、国又は地方公共団体において、産業廃棄物の収集運搬及び処分を履行し

た実績を有する者であること。

 産業廃棄物の積込場所及び運搬先の管轄する都道府県知事又は政令で定める市長から次の産業

廃棄物の種類に応じた収集運搬及び処分の許可を受けている者であること。

 ア 汚泥

 イ 廃油

 ウ 廃酸

 エ 廃プラスチック類

 オ 金属くず



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

カ ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

 交付方法

さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p074556.html

 交付期間

告示の日から令和２年８月２８日（金）午後５時まで

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類

 受付期間

告示の日から令和２年８月２８日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで）

 受付場所

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ 

さいたま市市民局市民生活部市民生活安全課 

担当 総務係 電話０４８（８２９）１２１４

 提出方法

持参又は郵送（書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。）

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

 交付場所

４ に同じ

 交付日時

令和２年９月４日（金）午前９時から午後５時まで

 その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 現地確認の実施

  競争入札参加資格を有すると認められた者は、現地確認を行うことができる。

 実施日

   令和２年９月１０日（木）

   なお、時刻の指定は、競争入札参加資格確認結果通知書の交付時に行う。当該通知書の受領者

は、日時を指定することはできない。
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 実施場所

   １ に同じ

 参加人数

   ２名以内   

７ 入札手続等

 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。

 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先

 ア 受領期限 

   令和２年９月２３日（水）必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

 イ 送付先 

   ４ に同じ

 入札の日時及び場所

ア 日時

令和２年９月２４日（木）午前１０時００分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所地下１階第１会議室

 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

 開札の日時及び場所

ア 日時

令和２年９月２４日（木）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

７ イに同じ

 落札者の決定方法

  さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局市民生活部市民生活安全課

電話 ０４８（８２９）１２１４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６９

８ 契約手続等

 契約保証金



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

 契約書作成の要否

要

 議決の要否

否

９ その他

 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。

 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。

 契約条項等は、さいたま市市民局市民生活部市民生活安全課及びホームページにおいて閲覧で

きる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
 詳細は、入札説明書による。
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さいたま市告示第１２２１号

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達する。 

 なお、当該書類はさいたま市長が保管し、いつでも送達を受けるべき者に交付する。 

令和２年８月１２日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 送達する書類 

  令和２年度 固定資産税・都市計画税 納税通知書 

２ 送達を受ける者の氏名等 

  別紙のとおり（別紙省略） 

３ その他 

  地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示をした日から起算して７日を経過したときは、

書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 

(1) 担当 さいたま市財政局北部市税事務所資産課税課 

(2) 電話 ０４８（６４６）３１２０ 
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さいたま市告示第１２２２号

令和２年８月９日に実施予定であった、さいたま都市計画与野駅西口土地区画整理審議会委員（借

地権者）の補欠選挙の当選人を次のとおり決定したので、土地区画整理法施行令（昭和３０年政令第

４７号）第３５条第５項の規定により公告する。

令和２年８月１２日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 借地権者が選挙する委員の当選人

   次のとおり

氏名 住所

株式会社 与野フードセンター さいたま市中央区大字下落合１０２７番地

２ 連絡先

 担当 さいたま市役所都市局まちづくり推進部与野まちづくり事務所

 電話 ０４８（８４０）６１５３
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さいたま市告示第１２２３号

「農業振興地域の整備に関する法律」（昭和 44年法律第 58号）第 13条第１項の規定に基づき、

農業振興地域整備計画の変更を行ったので、同法第 13 条第４項で準用する同法第 12 条第１項の規

定に基づき公告するとともに、同条第２項の規定により当該計画書を次のとおり縦覧に供する。

令和２年８月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 農用地利用計画の縦覧場所

さいたま市 経済局 農業政策部 農業環境整備課

２ 農用地利用計画の縦覧期間

  令和２年８月１３日以降常時備え置いてあります。

３ 連絡先

担当 さいたま市経済局農業政策部農業環境整備課

電話 048（829）1377 
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さいたま市告示第１２２４号 

さいたま市証明書交付システム機器賃貸借（土合支所外１２か所）について、次のとおり一般競争

入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７

条の６の規定に基づき公告する。

令和２年８月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

 件名

さいたま市証明書交付システム機器賃貸借（土合支所外１２か所）

 借入場所

さいたま市桜区西堀４－２－３５外

 数量・特質等 

ア 数量 １３台（各所毎１台）

イ 特質等 仕様書による。

 借入期間

   令和２年１０月１日から令和７年９月３０日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 本入札の告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「ＯＡ機器リース等」

で登載されている者であること。 

 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

 交付場所 

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局区政推進部 

担当 中村 電話 ０４８（８２９）１８３３

 交付期間

   告示の日から令和２年８月２７日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 
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 交付方法

ＣＤ－ＲＯＭ

 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

 提出書類

 競争入札参加申込兼資格確認申請書

 受付期間

３ に同じ

 受付場所

３ に同じ

 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

 交付方法

全て郵送とする。

 交付日

令和２年９月２日（水）までに交付するものとする。

６ 入札手続等

 入札方法

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって

落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

 入札の日時及び場所

ア 日時

令和２年９月９日（水）午前１１時００分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館３階第２会議室

 入札保証金

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。

 開札の日時及び場所
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ア 日時

令和２年９月９日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６ イに同じ

 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局区政推進部

電話 ０４８（８２９）１８３３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９２

７ 契約手続等

 契約保証金

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。

 契約書作成の要否

要

 議決の要否

否

８ その他

 契約条項等は、さいたま市市民局区政推進部及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

 詳細は、入札説明書による。
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さいたま市告示第１２２５号

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達する。

なお、当該書類はさいたま市長が保管し、いつでも送達を受けるべきものに交付する。

令和２年８月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 送達をする書類

   国民健康保険税納税（更正）通知書

２ 送達を受ける者の住所及び氏名

   別紙のとおり（別紙省略）

３ その他

   地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示をした日から起算して７日を経過したときは、

書類の送達があったものとみなす。

４ 連絡先

  区役所保険年金課 国保係（市外局番は全て０４８）

西区役所  〒３３１－８５８７ 西区西大宮３－４－２    ℡．６２０－２６７３

北区役所  〒３３１－８５８６ 北区宮原町１－８５２－１  ℡．６６９－６０７３

大宮区役所 〒３３０－８５０１ 大宮区吉敷町１－１２４－１ ℡．６４６－３０７３

見沼区役所 〒３３７－８５８６ 見沼区堀崎町１２－３６   ℡．６８１－６０７３

中央区役所 〒３３８－８６８６ 中央区下落合５－７－１０  ℡．８４０－６０７３

桜区役所  〒３３８－８５８６ 桜区道場４－３－１     ℡．８５６－６１８３

浦和区役所 〒３３０－９５８６ 浦和区常盤６－４－４    ℡．８２９－６１６２

南区役所  〒３３６－８５８６ 南区別所７－２０－１    ℡．８４４－７１８３

緑区役所  〒３３６－８５８７ 緑区大字中尾９７５－１   ℡．７１２－１１８３

岩槻区役所 〒３３９－８５８５ 岩槻区本町３－２－５    ℡．７９０－０１７４
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さいたま市告示第１２２６号

無効となるさいたま市国民健康保険被保険者証等について、別紙のとおり（別紙省略）告示する。

令和２年８月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人
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さいたま市告示第１２２７号

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和２年８月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市中央区上落合五丁目７４９番１０、７４９番１１、７４９番１３、７４９番２８、７

４９番３０、７４９番４０、大宮区吉敷町二丁目３１番７の一部、３１番１２、３１番１４、

３１番１６、３１番１７、３１番１８、３１番１９、３１番２０（うち第一工区）

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

東京都板橋区前野町五丁目５番２号

学校法人大乗淑徳学園 理事長 長谷川 匡俊

３ 許可番号

 令和元年９月２５日

 第 開‐Ｓ２０１９０４１ 号

４ 検査済証番号

 令和２年８月１２日

 第 完１Ｓ２０１９０４１ 号
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さいたま市告示第１２２８号

さいたま市統計調査条例（平成１３年さいたま市条例第１６号）第２条の適用を受ける統計調査を

次のとおり行うこととしたので、第３条の規定により告示する。

令和２年８月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 調査の名称

  さいたま市 新しいまちづくりのための市民アンケート調査

２ 目的

  新たな総合振興計画の策定にあたり、各施策の達成度を測るものとして設定する「成果指標」の

現状値を把握し、目標値を設定するため。

３ 事項

  日常生活において取り組んでいる活動・行動などについて調査する。

４ 範囲

  さいたま市全域の満１８歳から７９歳までの住民

５ 期間

  令和２年８月２８日から９月１４日まで

６ 方法

  調査票を直接対象者に郵送・配布し、自計申告されたものを回収する郵送自計方式とする。

７ 連絡先

担当 さいたま市役所都市戦略本部都市経営戦略部

電話 ０４８（８２９）１０３５
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さいたま市告示第１２２９号 

消防団水難救助用ボート一式の購入について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。

令和２年８月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

 件名

 消防団水難救助用ボート一式

 納入場所

  さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局総務部消防団活躍推進室外

 数量・特質等

ア 数量 ２４式

イ 特質等 入札説明書のとおり

 納入期限

 令和３年２月２６日

２ 競争入札参加資格に関する事項

  本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

 本入札の告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）に種目「消防・安全・災害対策用品」内の営業種目「消防用品」

又は営業種目「災害対策品」で登載され、かつ、市内に本店又は本市との契約権限を有する支店

若しくは営業所を有している者であること。

 次のいずれにも該当しない者であること。

  ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。

 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１

 交付期間

告示の日から令和２年８月２１日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）
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 交付費用

  無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類

 受付期間

３ に同じ

 受付場所

３ に同じ

 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

 確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

 交付場所

   ３ に同じ

 交付日時

   令和２年８月２７日（木）及び令和２年８月２８日（金）午前９時から午後４時まで。なお、

交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞

退したものとみなす。

６ 競争入札参加資格の喪失

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。

 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。

 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。

７ 入札手続等

 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。

 入札の日時及び場所

  ア 日時

令和２年９月２日（水）午後２時００分

  イ 場所
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さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室

 入札保証金

  見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

 開札の日時及び場所

  ア 日時

令和２年９月２日（水）入札終了後、直ちに行う。

  イ 場所

７ イに同じ

 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。

 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６

 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局総務部消防団活躍推進室

   電話 ０４８（８３３）７１６３ ＦＡＸ ０４８（８３３）７６４１

８ 契約手続等

 契約保証金

   契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

 契約書作成の要否

  要

 議決の要否

  否

９ その他

 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 
 詳細は、入札説明書による。
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さいたま市告示第１２３０号 

消防用ホース ５０ｍｍ（２０ｍ） 外２件の購入について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基

づき公告する。

令和２年８月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

 件名

  消防用ホース ５０ｍｍ（２０ｍ） 外２件

 納入場所

さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市浦和消防署外９署

 数量・特質等

ア 数量

(ア) ５０ｍｍ（２０ｍ） ２６４本
(イ) ６５ｍｍ（２０ｍ） ２４６本
(ウ) ６５ｍｍ（１０ｍ） ３１本

イ 特質等 入札説明書のとおり

 納入期限

令和３年１月２５日

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

 本入札の告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）に種目「消防・安全・災害対策用品」内の営業種目「消防用品」

で登載され、かつ、市内に本店又は本市との契約権限を有する支店若しくは営業所を有している

者であること。

 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。

 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課
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担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１

 交付期間

告示の日から令和２年８月２８日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類

 受付期間

３ に同じ

 受付場所

３ に同じ

 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

 交付場所

３ に同じ

 交付日時

令和２年９月８日（火）及び令和２年９月９日（水）午前９時から午後４時まで。なお、交付

日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞退し

たものとみなす。

６ 競争入札参加資格の喪失

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。

 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。

 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。

７ 入札手続等

 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。
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 入札の日時及び場所

ア 日時

令和２年９月１６日（水）午後２時１５分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室

 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

 開札の日時及び場所

ア 日時

令和２年９月１６日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

７ イに同じ

 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。

 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６

 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局警防部警防課

   電話 ０４８（８３３）７９４４ ＦＡＸ ０４８（８３３）７２０１

８ 契約手続等

 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

 契約書作成の要否

要

 議決の要否

否

９ その他

 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
 詳細は、入札説明書による。
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さいたま市告示第１２３１号 

陽イオン交換樹脂 外３件の購入について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。

令和２年８月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

 件名

 陽イオン交換樹脂 外３件

 納入場所

  さいたま市緑区大崎３１７ さいたま市クリーンセンター大崎

 数量・特質等

 ア 数量

(ア) 陽イオン交換樹脂 １，２００Ｌ
(イ) 陰イオン交換樹脂 １，８００Ｌ
(ウ) 活性炭 ６，４００Ｌ
(エ) アンスラサイト １，０００Ｌ

イ 特質等 入札説明書のとおり

 納入期限

 令和２年１０月３０日及び令和３年１月１５日

２ 競争入札参加資格に関する事項

  本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

 本入札の告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）に種目「医療・衛生・福祉器材」内の営業種目「工業薬品」で登

載され、かつ、市内に本店を有している者であること。

 次のいずれにも該当しない者であること。

  ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

  イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。

 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１
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 交付期間

告示の日から令和２年９月３日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

 交付費用

  無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類

 受付期間

３ に同じ

 受付場所

３ に同じ

 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

 確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

 交付場所

   ３ に同じ

 交付日時

   令和２年９月１０日（木）及び令和２年９月１１日（金）午前９時から午後４時まで。なお、

交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞

退したものとみなす。

６ 競争入札参加資格の喪失

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。

 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。

 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。

７ 入札手続等

 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。

 入札の日時及び場所



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

  ア 日時

令和２年９月１６日（水）午後２時３０分

  イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室

 入札保証金

  見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

 開札の日時及び場所

  ア 日時

令和２年９月１６日（水）入札終了後、直ちに行う。

  イ 場所

７ イに同じ

 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。

 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６

 業務を担当する課

さいたま市緑区大崎３１７ さいたま市環境局施設部クリーンセンター大崎

   電話 ０４８（８７８）０９８９ ＦＡＸ ０４８（８７８）０９５９

８ 契約手続等

 契約保証金

   契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

 契約書作成の要否

  要

 議決の要否

  否

９ その他

 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 
 詳細は、入札説明書による。



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２３２号

次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和 2年 8月 18日までに返
還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。

令和２年８月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

・ 次の表のとおり

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色
年齢

（推定）

首輪の

有無
特  徴

8月
7日 犬 緑区下野田 雑種 メス こげ茶 8～12歳 有 首輪：茶色・革製

8月
9日 猫 緑区東浦和 雑種 オス 白キジ 3～6歳 無 負傷動物

8月
12日 猫 見沼区東門前 雑種 メス 灰白 3～6歳 無

連絡先

担当  さいたま市役所保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター

 電話  ０４８（８４０）４１５０

 ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２３３号

公 売 公 告 兼 見 積 価 額 公 告

令和 2 年 8 月 14 日 

さいたま市長 清水 勇人 

国税徴収法第 94 条の規定により差押財産を公売することとしたから、同法第 95 条の規定により公告

する。

また、同法第 98 条の規定により公売財産の見積価額を決定したから、同法第 99 条の規定により公告

する。

記

公

売

財

産

名称、数量、

その他、公売

保証金及び見

積価額

別紙「売却区分番号、公売財産の名称、その他、公売保証金及び見積価額、数量」のと

おり

公売の方法 期間競り売り

公売参加申込期間公

売保証金の提供期間

令和 2 年 8 月 14 日（金） 午後 1 時 00 分から 

令和 2 年 8 月 31 日（月） 午後 11 時 00 分まで

競り売り開始日時 令和 2 年 9 月 4 日（金） 午後 1 時 00 分から

競り売り締切日時 令和 2 年 9 月 6 日（日）午後 11 時 00 分まで

公 売 場 所 ヤフー株式会社が提供する公売に関するインターネットオークションシステム上

売 却 決 定 日 時 令和 2年 9月 14 日（月）午前 10 時 00 分 場 所
さいたま市北部市税事務所 納税調査

課

代金納付期限 令和 2 年 9 月 14 日（月）午後 2 時 30 分

買受人についての

資格その他の要件

1 国税徴収法第９２条及び第１０８条該当以外の者

2 公売参加申込期間に所定の公売参加申込手続をした者

その他

1 公売保証金の提供については、クレジットカードによる納付によって行う。

2 最高価申込者の決定の日時及び場所については、令和 2 年 9 月 7 日(月)午前 10 時まで

にヤフー株式会社が提供する公売に関するインターネット上のサイトにて行う。

3 公売財産の売却決定は最高価申込者に係る入札価額をもって行う。

4 その他については、さいたま市インターネット公売ガイドラインによります。

配当を受ける者の

権利の申し出につ

いて

 この公売財産について、配当を受けることができる質権、抵当権、先取特権、留置

権等の権利を有する者は、売却決定をする日の前日までに債権現在額申立書により、

その内容をさいたま市に申し出てください。

 公売手続きを説明した「さいたま市インターネット公売ガイドライン」がさいたま市北部市税事務所納

税調査課に備え付けてあります。その他の詳細についてはさいたま市北部市税事務所納税調査課にお問い

合わせください。

担当 さいたま市北部市税事務所 納税調査課 電話番号 048-646-3048



公売保証金 見積価額

（円） （円）

大宮　３３０　た　１６２１
登録年月日／交付年月日　　　　　 平成２５年８月８日
初度登録年月　　　　　　　　　　　　　 平成１３年２月
自動車の種別　　　　　　　　　　  　　 普通
用途　　　　　　　　　　　　　　　　  　　乗用
自家用・事業用の別　　　　　　　　　 自家用
車体の形状　　　　　　　　 　　　　　　箱型
車名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　トヨタ
乗車定員　　　　　　　　　　　　　　　　５人
車両重量　　　　　　　　　　　　　　　　１４１０ｋｇ
車両総重量　　　　　　　　　　　　 　　 １６８５ｋｇ
車台番号　　　　　　　　　　　　　　　　ＪＺＸ１００－０１１８９８０
長さ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ４７１ｃｍ
幅　　　　                                    １７５ｃｍ
高さ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４０ｃｍ
前前軸重　　　　　　　　　　　　　　　　７９０ｋｇ
後後軸重　　　　　　　　　　　　　　　　６２０ｋｇ
型式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＧＦ－ＪＺＸ１００
原動機の型式　　　　　　　　　　　　　 １ＪＺ
総排気量又は定格出力　　　　　　　 ２．４９Ｌ
燃料の種類　　　　　　　　　　　　　 　 ガソリン

０８６２７
００７７

有効期間の満了する日　　　　　　　 平成３２年４月５日
以上、自動車検査証の表示

北１

別紙　売却区分番号、公売財産の名称、その他、公売保証金及び見積価額、数量

売却区
分番号

公売財産の名称、その他 数量

チェイサー　２．５アバンテ　平成１３年式　 走行距離　9.6万キロ
自動車登録番号又は車両番号

14,000 140,000 1

型式指定番号
類別区分番号



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２３４号

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和２年８月１４日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市緑区原山四丁目２７０番１８、２７０番５０、２７０番５１、２７０番５２、２７０

番５３、２７０番５４、２７０番５５、２７０番５６、２７０番５７、２７０番５８、２７０

番５９、２７０番６０、２７０番６１、２７０番６２、２７０番６３、２７０番６４、２７０

番６５、２７０番６６、２７０番６７、２７０番６８、３２７番５

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

（省略）

３ 許可番号

 令和２年７月２２日

 第 変２Ｓ２０１９０７０ 号

４ 検査済証番号

 令和２年８月１３日

 第 完‐Ｓ２０１９０７０ 号



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２３５号

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和２年８月１４日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市桜区大字神田字西中３３０番、３５５番１

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

（省略）

３ 許可番号

 令和元年１２月１０日

 第 開‐Ｓ２０１９０７６ 号

４ 検査済証番号

 令和２年８月１３日

 第 完‐Ｓ２０１９０７６ 号



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２３６号

「農業振興地域の整備に関する法律」（昭和 44年法律第 58号）第 13条第１項の規定に基づき、
農業振興地域整備計画の変更を行ったので、同法第 13条第４項で準用する同法第 12条第１項の規
定に基づき公告するとともに、同条第２項の規定により当該計画書を次のとおり縦覧に供する。

令和２年８月１４日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 農用地利用計画の縦覧場所

さいたま市 経済局 農業政策部 農業環境整備課

２ 農用地利用計画の縦覧期間

  令和２年８月１４日以降常時備え置いてあります。

３ 連絡先

担当 さいたま市経済局農業政策部農業環境整備課

電話 048（829）1377 



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２３７号 

 さいたま市みどりの条例（平成１３年さいたま市条例第２４８号）第６条の規定に基づき、自然緑

地保全区域として次のとおり指定したので告示する。

令和２年８月１４日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 自然緑地

（１）名称

大和田北緑地公園

(２) 指定期間 
令和２年８月１４日から令和７年８月１３日まで

(３) 所在地
    見沼区大和田町２丁目１０６８番１の一部

(４) 区域面積
    １，７７１㎡

（５）図面

     別添のとおり





さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２３８号

 令和２年７月豪雨による被災納税者に対するさいたま市市税の申告等の期限を次のとおり延長する。 

令和２年８月１４日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の５の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さ

いたま市条例第６７号）第８条第１項の規定に基づき、地方税法及びさいたま市市税条例に基づく申

告、申請、請求その他書類の提出（審査請求に関するものを除く。）又は納付若しくは納入に関する

期限のうち、次に掲げる地域に住所を有する個人又は主たる事務所若しくは事業所を有する者に係る

もので、その期限が令和２年７月４日以降に到来するものについては、その期限を別途さいたま市告

示で定める期日まで延長する。 

都道府県名 指定地域 

熊本県 

人吉市、球磨郡球磨村、球磨郡山江村、球磨郡相良村、球磨郡錦町、 

球磨郡あさぎり町、球磨郡多良木町、球磨郡湯前町、球磨郡水上村、 

球磨郡五木村、八代市坂本町、葦北郡芦北町 



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２３９号 

 高齢者の医療の確保に関する法律第１１２条の規定により、次の書類を公示送達する。

 なお、当該書類はさいたま市保健福祉局福祉部年金医療課に保管し、いつでも送達を受けるべき者

に交付する。

令和２年８月１４日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 送達をする書類

  令和２年度 後期高齢者医療保険料額決定通知書

２ 送達を受ける者の住所・氏名

  別紙のとおり（別紙省略）

３ 期間

  令和２年８月１４日から令和２年８月２０日まで

４ その他

高齢者の医療の確保に関する法律第１１２条で準用する地方税法第２０条の２第３項の規定に

より、掲示を始めた日から起算して７日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。

５ 連絡先

 （１）担当 さいたま市保健福祉局福祉部年金医療課高齢者医療係

 （２）電話 ０４８（８２９）１２７８



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２４０号

次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和２年８月１８日までに返

還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。

令和２年８月１４日

さいたま市長 清 水 勇 人

・ 次の表のとおり

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色
年齢

（推定）

首輪の

有無
特  徴

８月

１３日
猫 南区南浦和 雑種 オス キジ白 3~4週齢 無 負傷動物

８月

１３日
犬 緑区芝原 テリア系 オス 白 5～8歳 有

首輪：茶色迷彩柄・

布製

連絡先

担当  さいたま市役所保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター

 電話  ０４８（８４０）４１５０

 ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９



さいたま市告示一覧（令和２年８月１日から同月１５日まで）

さいたま市告示第１２４１号

さいたま市自転車等放置防止条例（平成１３年さいたま市条例第２０５号）第１０条第１項により

自転車を撤去し、同条第４項の規定により保管したので、第１２条第１項の規定により、次のとおり

告示する。

令和２年８月１４日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 保管理由

 さいたま市自転車等放置防止条例

２ 保管開始年月日

 令和２年 ８月 ７日

３ 保管場所及び放置箇所

 新開自転車保管所

  南浦和駅、東浦和駅、西浦和駅、武蔵浦和駅及び北戸田駅周辺の自転車等放置禁止区域

 吉野原自転車保管所

  大宮駅、土呂駅、東大宮駅、北大宮駅、大宮公園駅、大和田駅、七里駅、日進駅、西大宮駅、

指扇駅、宮原駅、鉄道博物館駅、加茂宮駅、東宮原駅、今羽駅、吉野原駅及びさいたま新都心

駅（東口）周辺の自転車等放置禁止区域及び原動機付自転車

 大戸自転車保管所

  浦和駅、北浦和駅、中浦和駅、与野駅、北与野駅、与野本町駅、南与野駅及びさいたま新都

 心駅（西口）周辺の自転車等放置禁止区域

 岩槻自転車保管所

  岩槻駅、東岩槻駅及び浦和美園駅周辺の自転車等放置禁止区域

４ 保管自転車

   別紙のとおり

５ 保管台数

計 １０３台

６ 連絡先

 担当 さいたま市都市局都市計画部自転車まちづくり推進課車両対策事務所

 電話 ０４８（６５２）８８１２



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

新開自転車保管所

2020/08/03 南浦和駅東口 埼玉県警12-2619549 T22QF089            

2020/08/03 武蔵浦和駅 埼玉県警18-8168740 SSA363967           

2020/08/04 東浦和駅 埼玉県警14-4221119 41C3038             

2020/08/04 武蔵浦和駅 埼玉県警19-190156419 SSK327636           

2020/08/04 武蔵浦和駅 埼玉県警17-7220841 D611090045          

2020/08/04 武蔵浦和駅 埼玉県警17-7171766 S6H041434           

2020/08/05 東浦和駅 埼玉県警20-203160704 ACA17L004785        

2020/08/05 南浦和駅東口 埼玉県警18-8451000 SSD354166           

2020/08/05 武蔵浦和駅 埼玉県警16-6164168 XY16011167          

2020/08/06 南浦和駅東口 埼玉県警08-8070644 FJD7K7118           

2020/08/06 南浦和駅東口 埼玉県警12-2044756 H5D93076            

2020/08/06 武蔵浦和駅 埼玉県警13-3576236 S9I 64969            

2020/08/06 武蔵浦和駅 埼玉県警11-1043061 MF0C034563          

2020/08/06 西浦和駅 埼玉県警14-4543855 A13PI 09654          

2020/08/06 西浦和駅 埼玉県警19-190143260 T17A0095            

2020/08/06 西浦和駅 埼玉県警18-8412532 S8WK01493           

2020/08/06 西浦和駅 不明 G150400439          

2020/08/07 東浦和駅 埼玉県警16-6014306 A15AJ04664          

2020/08/07 南浦和駅東口 埼玉県警17-7431912 A17AC18264          

2020/08/07 南浦和駅東口 埼玉県警18-8399572 F71113972           

2020/08/07 南浦和駅東口 埼玉県警18-8319457 B7L45401            

2020/08/07 南浦和駅東口 埼玉県警20-202114881 S3982507            

2020/08/07 南浦和駅東口 埼玉県警10-0560022 T80NF414            

2020/08/07 南浦和駅西口 埼玉県警14-4032601 S9E26442            

2020/08/07 南浦和駅西口 埼玉県警18-8273935 SNSB00880           

2020/08/07 西浦和駅 埼玉県警18-8412767 A18AG28322          

2020/08/11 1/6 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

新開自転車保管所

2020/08/07 西浦和駅 埼玉県警19-193866514 ZY9L062967          

2020/08/11 2/6 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

吉野原自転車保管所

2020/08/03 大宮駅西口 埼玉県警18-8377121 S7I 022901           

2020/08/03 宮原駅東口 埼玉県警18-8007464 SB700415            

2020/08/03 東大宮駅東口 埼玉県警14-4138432 TB2GF423            

2020/08/03 東大宮駅西口 埼玉県警20-202593208 F20382125           

2020/08/04 大宮駅東口 埼玉県警18-8457227 FC8H00428           

2020/08/04 東大宮駅東口 埼玉県警19-192044502 STC005130           

2020/08/04 指扇駅 埼玉県警10-0583653 FJA0143529          

2020/08/04 指扇駅 埼玉県警16-6?03720 B5J18457            

2020/08/04 七里駅 不明 ROD257288           

2020/08/05 指扇駅 不明 A15PA01879          

2020/08/05 新都心駅東口 埼玉県警19-190015408 F181179242          

2020/08/06 大宮駅西口 埼玉県警20-200000455 STK311829           

2020/08/06 大宮駅西口 埼玉県警16-6012770 H5J00705            

2020/08/07 大宮駅東口 宮城県警02737547 S5600278            

2020/08/07 大宮駅西口 埼玉県警17-7552036 A17M123751          

2020/08/07 大宮駅西口 埼玉県警18-8241253 SSC339741           

2020/08/07 大宮駅西口 埼玉県警17-7446028 A14AH84646          

2020/08/07 大宮駅西口 埼玉県警14-4562171 A14AA95604          

2020/08/07 大宮駅西口 武蔵野H-68703 STPI J05425          

2020/08/07 西大宮駅南口 埼玉県警18-8137216 F70508206           

2020/08/11 3/6 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

大戸自転車保管所

2020/08/03 浦和駅東口 埼玉県警17-7324345 V170605278          

2020/08/03 浦和駅東口 埼玉県警19-192308909 SD18120153          

2020/08/03 浦和駅東口 埼玉県警17-7378681 A17MC06962          

2020/08/03 浦和駅西口 埼玉県警12-2294756 SMC022091           

2020/08/03 浦和駅西口 不明 PMH7031992          

2020/08/03 浦和駅西口 不明 LCMC006737          

2020/08/03 浦和駅西口 埼玉県警19-194867999 SNTH04482           

2020/08/03 北浦和駅東口 埼玉県警10-0147352 SX10028917          

2020/08/03 北浦和駅西口 埼玉県警18-8373085 29C7692             

2020/08/03 北浦和駅西口 不明 SDL15971            

2020/08/03 与野駅西口 埼玉県警17-7414446 A17AA31519          

2020/08/03 与野駅西口 栃木県警32-47673 ZD7K01015           

2020/08/04 北浦和駅東口 埼玉県警20-202669786 G9X01931            

2020/08/04 北浦和駅東口 埼玉県警16-6352675 T15L07086           

2020/08/04 北浦和駅西口 千葉県警ｴ-256418 S195S12837          

2020/08/04 新都心駅西口 都筑52-0326624 KG2L01668           

2020/08/04 新都心駅西口 小松川H-26275 WSBC602060376K      

2020/08/04 与野本町駅 埼玉県警20-200194217 B9G01400            

2020/08/04 与野本町駅 埼玉県警17-7414131 STPKF08594          

2020/08/05 浦和駅東口 埼玉県警19-193061290 F50144905           

2020/08/05 浦和駅西口 埼玉県警09-9494167 C38DN996            

2020/08/05 浦和駅西口 不明 G180513630          

2020/08/05 北浦和駅東口 埼玉県警13-3279748 A13AD27991          

2020/08/05 北浦和駅東口 不明 CW30801993          

2020/08/05 北浦和駅東口 埼玉県警19-190202810 A18AJ71759          

2020/08/05 北浦和駅西口 埼玉県警18-8373085 29C7692             

2020/08/11 4/6 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

大戸自転車保管所

2020/08/05 北与野駅 埼玉県警18-8183813 H8F23395            

2020/08/05 北与野駅 埼玉県警18-8124346 FJ17622CED017       

2020/08/05 北与野駅 埼玉県警18-8382011 V180505892          

2020/08/06 浦和駅東口 埼玉県警17-7192235 H611100521          

2020/08/06 浦和駅東口 兵庫県警100G-115900 B6J70438            

2020/08/06 浦和駅東口 埼玉県警17-7220996 A16AI 57611          

2020/08/06 浦和駅西口 埼玉県警17-7122098 6Z04753             

2020/08/06 浦和駅西口 埼玉県警20-203627254 TY191201257         

2020/08/06 浦和駅西口 埼玉県警06-6317405 YAF6D00100          

2020/08/06 浦和駅西口 埼玉県警17-7122612 GF6H39887           

2020/08/06 浦和駅西口 埼玉県警20-200170407 A19AD02226          

2020/08/06 浦和駅西口 埼玉県警17-7011647 A16AL40803          

2020/08/06 浦和駅西口 埼玉県警15-5407856 A15AB55918          

2020/08/06 浦和駅西口 不明 SSI 312399           

2020/08/06 北浦和駅東口 埼玉県警13-3569273 V130200387          

2020/08/06 北浦和駅西口 埼玉県警15-5407698 H7E74973            

2020/08/06 与野駅東口 埼玉県警15-5131091 F41224502           

2020/08/06 与野駅東口 埼玉県警14-4039938 FJA2B16066          

2020/08/06 与野駅西口 埼玉県警18-8267867 A17AX02252          

2020/08/06 北与野駅 埼玉県警18-8404535 SSE344365           

2020/08/07 浦和駅西口 埼玉県警12-2189571 GF0K68436           

2020/08/07 中浦和駅 埼玉県警19-193402283 F90307877           

2020/08/07 北与野駅 埼玉県警19-192669189 SVTC08821           

2020/08/07 北与野駅 埼玉県警16-6344821 S2605965            

2020/08/07 与野本町駅 岐阜県警B749038 9N06407             

2020/08/11 5/6 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

岩槻自転車保管所

2020/08/03 岩槻駅 愛知県警17-ﾐ-88643 H708050297          

2020/08/03 岩槻駅 埼玉県警19-194799322 SVTD04712           

2020/08/03 岩槻駅 埼玉県警19-194058799 G63G15762           

2020/08/03 岩槻駅 不明 A16AB21157          

2020/08/03 岩槻駅 不明 3H244294            

合計： 103台

2020/08/11 6/6 ページ


